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は じ め に 

 

 子どもは社会の宝、次代を担う希望であり、何物にも代えがたい存在です。子どもたち

の笑顔がかがやき、健やかに育つ姿を目にするとき、人は深い喜びを感じます。 

 しかしながら、経済の停滞に伴う若い世代の所得の減少や晩婚化といった社会情勢の変

化や、核家族化、地域のつながりの希薄化、共働き家庭の増加などの家庭の在り方の変化

は、少子化を進行させるとともに、子育ての負担や不安、保護者の孤立感を増大させる要

因となっています。また、依然として存在する待機児童問題は、特に女性の仕事と子育て

の両立や社会進出を妨げています。 

 これらの諸課題の解決のため、平成 24 年８月に、国において子ども・子育て関連３法(※)

が可決・成立、公布され、平成 27 年度より、幼稚園や保育園等における預かりや地域にお

ける子ども・子育て支援を推進していく「子ども・子育て支援新制度」が施行されました。

本市においても新制度に基づき、平成 27 年度から平成 31 年度（令和元年度）を計画期間

とする「南相馬市子ども・子育て支援事業計画」を策定し、子どもや子育てを取り巻く環

境整備を図ってきました。 

 また、本市では、東日本大震災及び東京電力福島第一原子力発電所事故の影響により、

人口減少と少子化に拍車がかかるなど、市の存在を揺るがしかねない状況にあることから、

平成 31 年１月に「南相馬市復興総合計画後期基本計画」を策定し、安心して出産・子育て

できる環境の充実をはじめとした子育て家庭や子どものための環境整備に最優先で取り組

むこととしました。 

 この度策定した「第二期南相馬市子ども・子育て支援事業計画」は、本市における子ど

もや子育てに係る取組みや、幼稚園・保育園、子ども・子育て支援新制度に基づく事業に

係る量の見込みや確保策について、本市の現状と課題を、再度、分析・整理し、国の動向

を踏まえ、引き続き計画的な推進を図るものです。 

 本計画の進捗を通して、安心して子どもを産み育てることができる環境整備が進むとと

もに、子どもの笑顔がかがやくまちの実現を目指し、令和２年度以降、この計画に基づき、

本市の子どもや子育てを支援してまいります。 

 

令和２年３月 

南相馬市長 門馬 和夫 

 

 

 ※ 子ども・子育て支援法、就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律の一

部を改正する法律、子ども・子育て支援法及び就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の

推進に関する法律の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律 
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第１章 計画の策定にあたって 

第１章 計画の策定にあたって 

 

第１節 計画策定の目的 

南相馬市では、平成 23年３月 11日に発生した東日本大震災及び東京電力福島第一原子力発電

所事故（以下「震災及び原発事故」という。）の影響により、市内の子どもの数は震災前に比べ

大きく減少しており、未来を担う子どもたちが本市で夢や希望を持って生活していくことや、子

育て世代が安心して子どもを産み育てることのできる環境の更なる充実が重要な課題となって

います。 

このため本市では、幼稚園や保育園の預かり等をはじめとした子ども・子育て支援サービスの

需給量の見込みや提供方策等をきめ細かく定めるとともに、「次世代育成支援」の考え方と「南

相馬市復興総合計画」に掲げる子育て分野の政策目標の実現を図る「南相馬市子ども・子育て支

援事業計画」を平成 27年３月に策定し、子育てに係る諸施策に計画的に取り組んできました。 

 この計画が令和元年度末をもって終了することから、国の基本的指針（※）の改定等を踏まえ、

かつ、南相馬市復興総合計画後期基本計画の政策目標の実現を図る「第二期南相馬市子ども・子

育て支援事業計画」（以下「本計画」という。）を策定しました。 

 ※ 教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の提供体制の整備並びに子ども・子育て支援給付並びに地

域子ども・子育て支援事業及び仕事・子育て両立支援事業の円滑な実施を確保するための基本的な指針 

 

 

第２節 計画の位置づけ 

本計画は、子ども・子育て支援法第 61 条第１項に定める「市町村子ども・子育て支援事業計

画」（※1）に基づき、また、次世代育成支援対策推進法第８条に定める「市町村次世代育成支援

行動計画」（※2）に準じるものとします。 

本計画の策定にあたっては、前計画である「南相馬市子ども・子育て支援事業計画」（計画期

間：平成 27年度から令和元年度まで）の内容を引き継ぎつつ、「南相馬市復興総合計画後期基本

計画」との整合を図ります。 

また、平成 27年度からスタートした母子保健の国民運動計画「健やか親子 21（第２次）」の趣

旨を踏まえるとともに、「第３期南相馬市スポーツ推進計画」、「第３期南相馬市地域福祉計画」、

「第５期南相馬市障がい者計画」、「第５期南相馬市障がい福祉計画」、「第１期南相馬市障がい児

福祉計画」、「南相馬市保健計画 2018」、「南相馬市教育振興基本計画」、「第３次南相馬市男女共同

参画計画」など、関連計画との整合を図るものとします。 

 ※1 市町村における幼児期の教育、保育、及び地域子ども・子育て支援事業の円滑な実施等の計画 

 ※2 地域における子育ての支援、母性並びに乳児及び幼児の健康の確保及び増進、子どもの心身の健やか

な成長に資する教育環境の整備、子どもを育成する家庭に適した良質な住宅及び良好な居住環境の確

保、職業生活と家庭生活との両立の推進その他の次世代育成支援対策の実施に関する計画 
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第３節 計画の期間 

本計画策定時には、市町村子ども・子育て支援事業計画にあたる分野について、子ども・子育

て支援法において５年間を１期とした事業計画を定めるものとされていることから、計画期間を

令和２年度から令和６年度までの５か年としました。 

また、市町村次世代育成支援行動計画にあたる分野については、「南相馬市復興総合計画後期

基本計画」（計画期間：平成 31 年度から令和４年度まで）との連動性を確保するため、令和２年

度から同計画の終期の１年後である令和５年までの４か年を計画期間としましたが、次期計画策

定において、既存の各法令を包含した「市町村こども計画」を新たに策定することから、市町村

次世代育成支援行動計画にあたる分野についての計画期間を１年延長し、計画期間を令和２年度

から令和６年度までの５か年に改訂し、本計画の各分野の計画終期を統一しました。 

 

2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 

平成 27 

年度 

平成 28 

年度 

平成 29 

年度 

平成 30 

年度 

令和元 

年度 

令和２ 

年度 

令和３ 

年度 

令和４ 

年度 

令和５ 

年度 

令和６ 

年度 

 

    

    

 

第二期南相馬市 

子ども・子育て支援事業計画 

南相馬市復興総合計画後期基本計画 

主な関連計画 

 

第５期南相馬市障がい者計画 

第１期南相馬市障がい児福祉計画 

南相馬市保健計画2018 

 

・子ども・子育て支援法 

・次世代育成支援対策推進法 

第一期南相馬市子ども・子育て支援事業計画 

第３期南相馬市地域福祉計画 

第二期 

南相馬市子ども・子育て支援事業計画 

（市町村次世代育成支援行動計画分野） 

 

見直し 

第二期 

南相馬市子ども・子育て支援事業計画 

（市町村子ども・子育て支援事業計画分野） 

 

延長 

整合 

南相馬市教育振興基本計画 

第３次南相馬市男女共同参画計画 

根拠等法令 

補完 

第３期南相馬市スポーツ推進計画 
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第１章 計画の策定にあたって 

第４節 計画の構成 

本計画は、一つの計画内に、少子化対策及び次世代育成支援対策の方向性や目標を定めた市町

村次世代育成支援行動計画に準じる総合的な子ども・子育て事業に関する分野と、市町村におけ

る幼児期の教育、保育、地域子ども・子育て支援事業に係る需給量の見込みと確保量を示す市町

村子ども・子育て支援事業計画に関する分野の二つの分野を含む計画とします。 

本計画における、それぞれの掲載箇所等は次のとおりです。 

 

対象分野 掲載箇所・内容 計画期間 

総合的な 

事業分野 

第４章 分野別施策の展開 

・出産、医療、交通安全、防犯 

・保育サービス、相談、経済支援、子育てネッ

トワーク、仕事と家庭の両立 

・児童虐待防止、ひとり親支援、障がい・発達

支援、被災児童支援、貧困対策 

・健全育成、多様な体験 

令和２年度～令和６年度 

需給分野 

第５章 子ども・子育て支援サービスの見込量 

・幼稚園、保育園等の預かり 

・子育て支援センター 

・乳児家庭訪問 

・子育て短期支援 

・ファミリー・サポート・センター事業 

・一時預かり 

・延長保育 

・病児・病後児保育 

・放課後児童クラブ  ほか 

令和２年度～令和６年度 

 

第５節 計画の策定体制 

１ 子育て支援に関するニーズ調査の実施 

本計画の策定に先立ち、子育て支援に関するニーズ調査を実施しました。 

調査は、就学前児童保護者調査と小学生保護者調査に分け、郵送により令和元年５月に実施し

ました。 

就学前児童保護者調査は、市内の小学校就学前の児童がいる保護者 1,000 人を対象とし、462

人（回答率 46.2％）から回答を得ました。小学生保護者調査は、市内の小学生がいる保護者 1,000

人を対象とし、403 人（回答率 40.3％）からの回答を得ました（調査結果については第２章参照）。 
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２ 子ども・子育て審議会による協議 

市町村の子ども・子育て支援事業計画の策定にあたっては、子ども・子育て支援法第 77 条第

１項の規定において、審議会その他の合議制の機関の設置を条例で定めるよう努めるものとされ

ていることから、子どもや子育てに関する有識者によって構成される「南相馬市子ども・子育て

審議会」において、本市の子どもや子育て支援についての率直な意見交換を行いました。また、

本計画において重視すべき方向性や必要な取組み等に係る意見聴取を行いました。 

 

３ 庁内検討会議による協議 

庁内検討組織として「第二期子ども・子育て支援事業計画策定ワーキンググループ」を設置し、

子どもや子育てに係る各分野における具体的な施策の検討等を行いました。 
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第２章 子ども・子育てを取り巻く現状と課題 

第２章 子ども・子育てを取り巻く現状と課題 

 

第１節 人口動態等の状況 

【人口】 

東日本大震災の影響により、本市の人口は大幅に減少しており、令和元年９月 30 日時点の本

市の居住人口は 54,717 人と、平成 22年に比べ２割強の減少となっています。また、15 歳未満人

口は 5,114 人と、平成 22 年の半数近くまで減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：平成２年～平成 27 年は国勢調査（平成 17 年以前のデータは原町市、小高町、鹿島町の合計値。） 

令和元年は、令和元年９月 30 日時点の居住人口。 

 

【世帯・一世帯あたり人員】 

平成 30 年時点の本市の世帯数は 26,132 世帯と、平成 22 年に比べ１割強の増加となっていま

す。人口が減少しているにも関わらず世帯数が増加していることから、一世帯あたり人員も、平

成 22 年の 3.00 人に比べ 2.08 人と、大幅に減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：平成２年～平成 27 年は国勢調査（平成 17 年以前のデータは原町市、小高町、鹿島町の合計値。） 

令和元年は、平成 30 年 10 月１日時点の福島県現住人口調査。 
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【世帯構成人員】 

世帯構成人員について、平成 17 年と平成 27 年を比較した場合、世帯人員が１人又は２人とい

う世帯が増加している反面、世帯人員が３人以上の世帯は全て減少しており、多世代の世帯が減

少傾向にあると想定されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：平成 17、22 年は国勢調査（施設入所者を除く。平成 17 年のデータは原町市、小高町、鹿島町の合計

値。）平成 27 年は 10 月１日現在の住民基本台帳 

    

 

【婚姻・離婚】 

婚姻については、東日本大震災前の平成 22年まで 300件を超えていましたが、平成 23年以降、

300 件未満で推移しています。 

離婚については、平成 20 年の 154 件から平成 27 年には 81 件と、ほぼ半減しましたが、近年、

その数は増加し、100 件を超えています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：福島県統計年鑑：福島県保健福祉総務課保健統計の概況 
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第２章 子ども・子育てを取り巻く現状と課題 

 

【出生数】 

出生数については、東日本大震災の影響により、平成 22 年に 579 人であったものの、平成 24

年には 321 名と、ほぼ半減しました。その後 400 人弱まで回復するものの、平成 27 年以降は減

少傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：福島県現住人口調査年報 

 

【医療施設数】 

医療施設数について、平成 22 年の病院数、一般診療所数、歯科診療所数の合計は 86 施設あり

ましたが、震災及び原発事故の影響により、平成 29 年には 65 施設となり、21 施設減少しました。 

平成 27 年以降は一般診療所数を中心に増加していますが、歯科診療所数は震災以降減少した

ままとなっているなど、医療施設の回復には至っておりません。 

医療施設数の減少に伴い、産科・婦人科・小児科等の受診機会や夜間休日の緊急対応等が制限

されるなどの影響が出ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：福島県保健統計の概況 
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【家庭児童相談】 

家庭児童相談について、家庭における養護、保健、障がい、非行、育成に係る新規相談件数は、

年間 100 件未満で推移しています。うち、児童虐待に係る相談は年々増加しており、平成 30 年

では 75 件のうち 47 件と、全体の約６割を超える割合となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：こども家庭課作成 
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第２章 子ども・子育てを取り巻く現状と課題 

第２節 幼児教育・保育・地域子ども・子育て支援事業の状況 

 

【就学前児童の教育・保育施設】 

 

本市には、震災及び原発事故前は認可保育園が９園、幼稚園が 17 園ありましたが、震災によ

り多くの子どもたちが市外に避難したこと等により、11 園が休園中（廃園含む）です。 

平成31年４月１日現在の園児数は1,435人であり、震災前（平成23年４月在籍予定数）の2,340

人と比較し、３分の２以下となっています。 

 

〈認可保育園・幼稚園の園児数の状況（平成 31 年４日１日現在）〉 

（単位：園、人） 

 公私の別 開園中 
休園中 

（廃園含） 
利用定員 

園児数 

（震災前） 
園児数 

認定こども園 
私立 １園 ０園 90  105 

計 １園 ０園 90  105 

認可保育園（所） 

市立 ４園 ２園 383 753 400 

私立 ３園 ０園 260 389 304 

計 ７園 ２園 643 1,142 704 

幼稚園 

市立 ５園 ７園 345 724 279 

私立 ３園 １園 320 474 337 

計 ８園 ８園 665 1,198 616 

小規模保育 
私立 １園 １園 10  10 

計 １園 １園 10  10 

合計  １７園 １１園 1,408 2,340 1,435 

 
出典：平成 31 年度 保育園・幼稚園 入園状況（満３歳の認定前園児を除く） 
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〈年齢別・園別園児数（平成 31 年４日１日現在）〉 

（単位：人） 

  ０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳 合計 

 原町聖愛認定こども園 9 17 17 22 20 20 105 

認定こども園 私立計 9 17 17 22 20 20 105 

 原町あずま保育園 13 23 24 24 21 17 122 

 原町さくらい保育園  18 24 21 21 12 96 

 かしま保育園 15 24 25 24 23 21 132 

 かみまの保育園  6 12 14 8 10 50 

 市立計 28 71 85 83 73 60 400 

 北町保育所 9 12 12 13 12 9 67 

 よつば保育園（南町分園含む） 13 19 6 55 52 43 188 

 よつば乳児保育園西町園 0 14 35    49 

 広域入所 0 0 0 0 0 0 0 

 私立計 22 45 53 68 64 52 304 

保育園計 50 116 138 151 137 112 704 

 大甕幼稚園    25 20 25 70 

 高平幼稚園    30 25 27 82 

 鹿島幼稚園    25 29 38 92 

 八沢幼稚園    7 7 8 22 

 小高幼稚園    2 9 2 13 

 市立計    89 90 100 279 

 青葉幼稚園    51 56 51 158 

 原町みなみ幼稚園    31 32 32 95 

 さゆり幼稚園    23 29 32 84 

 私立計    105 117 115 337 

幼稚園計    194 207 215 616 

 原町にこにこ保育園 2 4 4    10 

小規模保育 計 2 4 4    10 

合計 61 137 159 367 364 347 1,435 

 
出典 ：平成 31 年度 保育園・幼稚園 入園状況（満３歳の認定前園児を除く） 
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第２章 子ども・子育てを取り巻く現状と課題 

【主な子ども・子育て支援事業】 

 

１ 地域子育て支援拠点事業（子育て支援センター事業） 

子育て支援センター事業については、震災及び原発事故前は、原町区と鹿島区でそれぞれ１箇

所ずつ実施していました。 

震災及び原発事故後は、原町子育て支援センター（原町あずま保育園内）及びかしま子育て支

援センター（かしま保育園内）においてサービス提供を行っており、子育てサロン、ちびっこ広

場、にこにこ広場、子育てサークルの支援などの事業を展開しています。 

 

 

２ 子育て短期支援事業 

保護者が一時的に児童を養育することが困難となった場合や経済的な理由がある場合などに、

緊急一時的に、児童養護施設等において母子の保護を行う事業で、現在、ショートステイ事業を

福祉型障害児入所施設への委託により実施しています。 

 

 

３ 子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業） 

子どもの預かり等の援助を受けることを希望する人と、援助を行うことを希望する人との相互

援助による預かりや送迎といった活動について連絡・調整を行う事業です。 

震災及び原発事故後の平成 23 年度は休止しましたが、平成 24 年度、平成 25 年度は市が直接

事業を実施し、平成 26 年度からは南相馬市社会福祉協議会に事務局を委託して、事業を実施し

ています。 

平成 22 年度の利用実績は年間延 829 人でしたが、平成 30 年度では年間延 83 人の利用に留ま

っています。 

（人日／年） H27 H28 H29 H30 

実績値 230 116 151 

 

83 

  

 

４ 一時預かり事業 

保育園（所）や子育て支援センターにおいて、保育園や幼稚園等に在園していない乳幼児を一

時的に預かる「一般型」の一時預かりと、幼稚園や認定こども園において、教育時間終了後や夏・

冬・春休みなどの長期休業期間中の在園児の預かりを行う「幼稚園型」の一時預かり事業を実施

しています。 

一般型の一時預かり事業は、震災及び原発事故前は各区公立保育園３箇所で実施していました

が、震災及び原発事故後は、原町あずま保育園及びかしま保育園で、月曜日から土曜日までの７

時から 19時まで実施しています。１日の最大受け入れ人数は、10 人までとなっています。 

幼稚園型の一時預かりは、市内幼稚園５箇所で実施中です。 
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 【一般型】 

（人日／年） H27 H28 H29 H30 

実績値 1,267 1,068 1,362 

 

1,725 

  【幼稚園型】 

（人日／年） H27 H28 H29 H30 

実績値 22,372 23,600 17,141 

 

29,787 

  

 

５ 放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ） 

放課後児童クラブは、市が運営する 16 クラブ、南相馬市社会福祉協議会が運営する２クラブ、

ＮＰＯ法人が運営する１クラブの合計 19 クラブがあり、内訳は、小高区が１（小高合同児童ク

ラブ）、鹿島区が４、原町区が 14となっています。 

女性の社会進出や就労体系の多様化、核家族化や地域のつながりの希薄化、更には震災及び原

発事故等に伴う家族の離散等により、学童保育の需要が高まり、待機児童が発生していることか

ら、その解消に向けた取組みが求められます。 

 

 クラブ数 定員 登録児童数 

小高区 1 40 26 

鹿島区 4 150 143 

原町区 14 530 475 

合計 19 720 644 

※令和２年１日１日現在 

 

 

【子どもの遊び場】 

子どもたちが天候を気にせず安全に遊ぶための施設である全天候型の子どもの遊び場及び砂

場のある屋内遊び場を設置しています。 

現在、令和２年度末のオープンを目指し、小高区において完全屋内型の遊び場の建設を予定し

ています。 

   

施設種別 施設数 摘要 

全天候型子どもの遊び場 2 
わんぱくキッズ広場（原町区） 

かしまわんぱく広場（鹿島区） 

完全屋内型子どもの遊び場 1 建設予定（小高区） 

屋内遊び場（砂場） 1 南相馬みんなの遊び場（鹿島区） 
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第２章 子ども・子育てを取り巻く現状と課題 

第３節 南相馬市子ども・子育て支援事業計画の評価 

本計画を策定するにあたり、前期計画である第一期南相馬市子ども・子育て支援事業計画に掲

載した事業について点検を行い、その達成度合いから、市の子育て施策の現状、課題、今後取り

組むべき方向性等を分析しました。 

 

１ 点検の手法（達成度分類）  

第一期計画において、最終年度（平成 31年度＝令和元年度）の目標値を設定した事業を対象

に、平成 30 年度末時点の実施状況と目標値の比較を行いました。 

  それぞれの達成度合いに応じ「達成」、「達成（手法変更）」、「一部達成」、「達成困難」の４つ

の区分への分類により点検を行いました。 

区分ごとの分類基準は以下のとおりです。  

 

 

２ 点検の結果（事業別達成度） 

  目標値を設定した 72 事業（再掲事業を除く）について、達成度分類により点検を行った結果

は次のとおりです。 

  

  平成 30 年度末時点で、「達成」及び「達成（手法変更）」の合計は 44 事業であり、全体の約６

割を占めています。「一部達成」の事業は 26事業であり、目標値達成に向け、引き続き取組みを

進めていきます。 

  一方で、平成 30 年度末時点で「達成困難」とされる事業が２事業あることから、第一期計画

期間における取組みを強化するとともに、未達成となった場合はその原因を探り、課題点等があ

区分 分類基準 例

達成 目標値を達成している。
目標値 ： 子育て応援ウェブサイト閲覧数25,000件／年
実　績 ： 子育て応援ウェブサイト閲覧数28,967件／年

達成
（手法変更）

当初設定した手法を変更し、
目的を達成している。

目標値 ： 情報誌を年2回発行
実　績 ： インターネットサイトを開設し、常時情報提供

一部達成
事業の実施により一定の効果は
出ているものの、目標値の達成
までは至っていない。

目標値 ： 放課後児童クラブで希望者全員預かり
実　績 ： 放課後児童クラブで預かり実施。待機児童10名

達成困難
事業自体が未実施であり、
目標達成が困難。

目標値 ： 病児・病後児保育実施。年300人受け入れ
実　績 ： 病児・病後児保育の場が未設置

区分 該当事業数 割合（％）

達成 39 54.17

達成（手法変更） 5 6.94

一部達成 26 36.11

達成困難 2 2.78

合計 72 100.00
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れば、その解決のための対応策を検討する必要があります。 

 

３ 基本施策別達成状況 

  目標値を設定した 72 事業（再掲事業を除く）に係る、基本施策別の達成状況は次のとおりで

す。 

 

  

うち

再掲

事業

（B）

達成

達成

(手法

　変更)

一部

達成

達成

困難

１．妊産婦・乳幼児に関する切れ目の
　　ない保健対策の充実

6 6 4 2

２．学童期・思春期の保健対策の充実 1 1 1

３．歯科医療の推進 1 1 1

４．「食育」の推進 1 1 1

５．子どもの医療を取り巻く環境の充実 4 4 2 2

６．放射線に対する健康管理対策の
　　推進

2 2 2

小計 15 15 9 6

１．地域における子育て支援サービスの
　　充実

8 （1） 7 5 1 1

２．保育サービスの充実 8 8 2 1 3 2

３．子育て支援のネットワークづくり 1 1 1

４．子どもの健全育成 5 5 4 1

５．世代間交流の推進、余裕教室や空
　　き店舗の活用

1 1 1

小計 23 （1） 22 11 2 7 2

１．児童虐待防止対策の充実 4 （2） 2 2

２．母子家庭及び父子家庭の自立支援
　　の推進

5 5 4 1

３．障がい児支援の充実 9 9 6 3

小計 18 （2） 16 12 1 3

１．子どもの生きる力の育成に向けた学校
　　の教育環境の整備

5 5 2 3

２．家庭や地域の教育力の向上 5 5 1 2 2

３．子どもを取り巻く有害環境対策等の推
　　進

1 1 1

４．良質な住宅と良好な生活環境の確保 2 2 1 1

５．子どもの安全・安心確保の推進 1 1 1

６．被害に遭った子どもの保護の推進 1 （1）

７．放射線対策の充実 2 2 1 1

小計 17 （1） 16 6 2 8

１．仕事と生活の調和の実現のための働
　　き方の見直し

1 1 1

２．仕事と子育ての両立のための基盤整
　　備

2 2 1 1

小計 3 3 1 2

合計 76 （4） 72 39 5 26 2

達成状況

基本施策 施策の方向

目標値

設定

事業数

（A）

差引

事業数

（A）-（B）

Ⅰ．母性並びに子ども
　　の健康の確保及び
　　増進

Ⅱ．地域における子
　　育ての支援

Ⅲ．社会の援助を必
　　要とする子どもや
　　家庭への支援

Ⅳ．子どもの心身の
　　健やかな成長に
　　資する環境の整
　　備

Ⅴ．職業生活と家庭
　　生活の両立の推
　　進



 

- 19 - 

第２章 子ども・子育てを取り巻く現状と課題 

４ 基本施策別達成状況（主な取組み） 

 

  第一期計画の点検に基づき、基本施策Ⅰ～Ⅴごとに、これまでの主な取組み、現状、課題と今

後の方向性について以下のとおりまとめました。 

 

【基本施策Ⅰ】母性並びに子どもの健康の確保及び増進 

 

 これまでの主な取組み  

 

 

 現 状  

 ・子どものいる毎日の生活を楽しいと思う保護者の割合は約４割と、横ばいの状況にある。 

 ・平日夜間に市内で小児救急専門の受診ができないなど、医療面で不安を抱く保護者がいる。 

 

 課題と今後の方向性  

 ・子育てに関する相談体制の強化や母親の育児負担軽減などを通し、保護者が子育てに楽しさを

感じられる環境づくりをする必要があります。 

 ・医療人材の確保や育成により、医療提供体制を強化する必要があります。 

 

 

【基本施策Ⅱ】地域における子育ての支援 

 

 これまでの主な取組み  

 

 

 

 

 

取組み概要 H30実績
H31（R1）
目標値

達成度分類

乳幼児こども医療費助成
事業

乳幼児から子どもに係る医療費一部負担金分
の助成の実施

0～18歳
で実施

0～18歳
で実施

達成

外部、内部被ばく線量測
定の実施

・希望者全員への外部被ばく検査実施
・未就学児、小中学生への内部被ばく検査実施
（ベビースキャン、集団検診）

実施 実施 達成

乳幼児健康診査時の個
別相談

健診時に全数相談を実施し、子どものいる生活
の毎日が楽しいと思う人の割合を確認

35.9％ 55％ 一部達成

夜間小児科・内科初期救
急医療事業

土曜、日曜、祝日、年末年始の夜間に小児科・
内科の受診の場を提供

平日夜間
以外実施

平日夜間
も実施

一部達成

主な事業

取組み概要 H30実績
H31（R1）
目標値

達成度分類

地域子育て支援拠点事
業（子育て支援センター
事業）

相談、交流の場となる子育て支援センターの設
置、運営

2箇所
実施

2箇所
実施

達成

子育て応援情報交流事
業

子育て応援Webサイトを開設し、子育て情報を
発信

年間
28,967件

閲覧

年間
25,000件

閲覧
達成

主な事業
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 現 状  

 ・保育園や放課後児童クラブにおいて、待機児童が発生しています。 

 ・病気や病気から回復中の児童に保育を提供する場や、一時預かりを実施する仕組みが未整備と

なっています。 

 

 課題と今後の方向性  

 ・保育人材の育成及び確保等を通じて、待機児童を解消する必要があります。 

 ・個々のニーズに対応した、きめ細かな保育や預かる仕組みの構築が望まれます。 

 

 

【基本施策Ⅲ】社会の援助を必要とする子どもや家庭への支援 

 

 これまでの主な取組み  

 

 

 現 状  

 ・支援が必要な児童に対するサポートを幅広く実施していますが、目標値の全てを満たすには至

っていません。 

取組み概要 H30実績
H31（R1）
目標値

達成度
分類

家庭児童相談事業 児童家庭の支援を行う家庭児童相談員の配置 3名配置 3名配置 達成

乳幼児発達相談会
乳幼児健診等で臨床心理士等による発達検
査、相談、指導等の実施

年20回
（39名相

談）

対象者
出席・把握

達成

幼児ことばの教室（通級
指導）

言語障がいのある就学前の幼児に対する指導
の実施

週3日 週5日 一部達成

主な事業

幼稚園授業料・保育園
(所)保育料無料化事業

幼稚園授業料及び保育園(所)保育料の無料化
の実施

無料化
継続

無料化
継続

達成

子どもの遊び場等の維持
管理と整備

子どもの遊び場、ちびっこ広場の整備及び維持
管理の実施

9箇所 9箇所 達成

放課後児童健全育成事
業（放課後児童クラブ）

小学生児童等を授業終了後に預かる児童クラ
ブ等の開設

待機児童
発生

希望者
全員入会

一部達成

病児・病後児保育事業 病児及び病後児の保育を行う場の提供 未実施
年300人
受け入れ

達成困難

緊急サポート事業
登録会員間での、病児及び病後児の一時預か
りの実施

未実施
1カ所で

実施
（委託）

達成困難
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第２章 子ども・子育てを取り巻く現状と課題 

 課題と今後の方向性  

 ・支援が必要な児童に対するサポート体制の強化が望まれます。 

 

 

【基本施策Ⅳ】子どもの心身の健やかな成長に資する環境の整備 

 

 これまでの主な取組み  

 

 

 現 状  

 ・小中学校における体力テストの成績は全国平均程度です。 

 ・事故や犯罪の未然防止策について、更なる充実が望まれます。 

 

 課題と今後の方向性  

 ・子どもが楽しみながら体を動かす場や、体を使った様々な体験ができる機会等を設ける必要が

あります。 

 ・安全や防犯に配慮した道路環境の整備、防犯及び交通安全の意識啓発を推進する必要がありま

す。 

 

 

【基本施策Ⅴ】職業生活と家庭生活の両立の推進 

 

 これまでの主な取組み  

 

 

 現 状  

 ・仕事と家庭生活の両立が困難な家庭に対する預かり施策を実施しています。 

 

取組み概要 H30実績
H31（R1）
目標値

達成度分類

小中学校施設の耐震化
小中学校の校舎・体育館改築等（耐震化）の実
施

耐震化率
100％

耐震化率
100％

達成

子どもの体力向上プロ
ジェクト

新体力テストの成績向上を目指し、各学校で体
力向上の取り組みを実施

全国平均
程度

全国平均
以上

一部達成

スケアードストレイト交通安
全教室の実施

スケアードストレイト（現場事故再現手法による）
交通安全教室の実施

1回 2回 一部達成

主な事業

取組み概要 H30実績
H31（R1）
目標値

達成度分類

ファミリー・サポート・セン
ター事業

育児支援を行いたい人と受けたい人が会員とな
るファミリーサポートセンターによる預かり、送迎
の実施

市内全区
で実施

市内全区
で実施

達成

主な事業
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 課題と今後の方向性  

 ・預かり等に加え、父親の家事、育児参加の推進など、家庭内における子育て負担の偏重を軽減

することが重要です。 
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第２章 子ども・子育てを取り巻く現状と課題 

第４節 ニーズ調査結果 

１ 調査の目的 

就学前児童及び小学生の子どもがいる保護者を対象として、教育・保育サービスの利用意向や子育

て支援に関する意見などを把握し、本計画策定の基礎資料とするために実施しました。 

 

２ 調査概要 

調査種別 項目 内容 

就学前児童保護者調査 

調査対象者 市内在住の小学校就学前の児童の保護者 

調査対象者数 1,000 件 

調査方法 郵送配布、郵送回収 

調査実施期間 令和元年５月 16 日（木）～５月 31 日（金） 

有効回収数（率） 462 件（46.2％） 

小学生保護者調査 

調査対象者 市内在住の小学生の保護者 

調査対象者数 1,000 件 

調査方法 郵送配布、郵送回収 

調査実施期間 令和元年５月 16 日（木）～５月 31 日（金） 

有効回収数（率） 403 件（40.3％） 

 

３ 調査結果の見方 

◆グラフ中のｎ（number of cases）は比率算出の基数であり、100.0％が何人の回答に相当す

るかを表しています。 

◆回答の構成比は百分率で表し、小数点第２位を四捨五入して算出しています。したがって、

単一回答形式の質問においては、回答比率を合計しても 100.0％にならない場合があります。 

◆回答者が２つ以上の回答をすることができる複数回答形式の質問においては、各設問の調査

数を基数として算出するため、全ての選択肢の比率を合計すると 100.0％を超える場合があ

ります。 

◆調査結果中で「前回調査」として示しているのは、平成 25 年度に実施した「第一期南相馬

市子ども・子育て支援事業計画」策定時におけるニーズ調査結果であり、今回調査との比較

を行っています。 

ただし、前回調査は今回調査とは異なり、調査対象者を「就学前児童保護者」と「小学生保

護者」に区別せずに調査を実施しています。このため、今回調査との単純な比較はできず、

あくまでも参考としての比較であることに留意が必要です。 
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４ 調査結果 

（１）主に子育てを行っている人 

主に子育てを行っている人については、就学前児童保護者、小学生保護者ともに「父母ともに」

が最も多く、次いで「主に母親」の順となっています。 

就学前児童保護者では、「主に母親」の割合が小学生保護者に比べ高く、前回調査と比較して

も上昇しています。就学前児童保護者の母親の負担が増加する傾向にあるため、母親に対する負

担軽減、父親の家事・育児参加等を促す取組みが必要です。 

 

〈主に子育てを行っている人〉 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

48.5

57.1

52.8

46.1

38.2

41.9

0.4

0.7

0.5

1.9

1.7

2.8

1.1

1.7

1.4

1.9

0.5

0.7

就学前児童保護者(n=462)

小学生保護者(n=403)

【参考】前回調査(n=434)

父母ともに 主に母親 主に父親 主に祖父母 その他 無回答

(%)
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第２章 子ども・子育てを取り巻く現状と課題 

（２）震災前に居住していた小学校区 

震災前に居住していた小学校区について、就学前児童保護者では、「市外」が 24.9％と最も高

く、次いで「石神第二小学校区」（9.7％）、「原町第一小学校区」（8.9％）となっています。小学

生保護者では、「石神第二小学校区」が 15.6％と最も高く、次いで「原町第一小学校区」（14.6％）、

「市外」（11.2％）となっています。 

前回調査と比較すると、「市外」の割合が就学前児童保護者、小学生保護者ともに上昇してい

ます。震災及び原発事故に伴って避難や転居等を強いられ、市外から転入してきた保護者が増加

していると推察されるため、孤立防止や育児相談等の取組みを推進する必要があります。 

 

〈震災前に居住していた小学校区〉 
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校

区

金
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学
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学
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区
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外

無

回

答
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0.5
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9.2
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13.4
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4.4
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0.5 0.5 0.2

6.0

2.3

0

10

20
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就学前児童保護者(n=462) 小学生保護者(n=403) 【参考】前回調査(n=434)（%）
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（３）子育てのしやすさ 

「南相馬市は子育てしやすい環境である」と感じている割合は、就学前児童保護者、小学生保

護者ともに、「とてもそう思う」と「どちらかというとそう思う」を合わせた≪そう思う≫が約

５割を占めています。 

前回調査と比較すると、就学前児童保護者、小学生保護者ともに≪そう思う≫の割合が大きく

上昇しており、市の子育て施策の基本的な方向性が評価されていると判断されます。 

 

〈南相馬市は子育てしやすい環境か〉 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

5.6

6.0

1.8

45.9

42.4

25.1

19.9

19.6

29.0

12.6

13.6

29.5

14.7

16.1

12.9

1.3

2.2

1.6

就学前児童保護者(n=462)

小学生保護者(n=403)

【参考】前回調査(n=434)

とてもそう思う どちらかというとそう思う

どちらかというとそう思わない そうは思わない

わからない 無回答
(%)
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第２章 子ども・子育てを取り巻く現状と課題 

（４）幼稚園・保育所（園）に期待すること 

幼稚園・保育所（園）に期待することについては、「幼児期にふさわしい遊びや集団生活」が

82.0％と最も多く、次いで「子どもの学ぶ力を伸ばす教育」（55.4％）、「小学校へスムーズに移

行するための教育」（39.8％）となっています。 

子どもたちが多くの時間を過ごし、成長する場として、教育・保育内容を一層充実していくこ

とが求められます。 

 

〈幼稚園・保育所（園）に期待すること〉 

※就学前児童保護者のみの設問 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

幼児期にふさわしい遊びや集団生活

子どもの学ぶ力を伸ばす教育

小学校へスムーズに移行するための教育

基本的な生活習慣を身につける

給食を通じた食育の推進

様々な行事による地域との交流や体験活動の

充実

保育園・幼稚園施設、設備の充実

保育士・幼稚園教諭の専門性・指導力向上

子育てについての相談体制

園からの情報の積極的な発信

保護者のつながりを広げる場

保護者の家庭生活等に関する相談体制

その他

無回答

82.0

55.4

39.8

37.0

18.2

17.5

11.9

11.3

6.7

4.1

2.4

1.5

1.1

0.9

0 20 40 60 80 100

就学前児童保護者(n=462)

（%）
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配偶者

父母・祖父母等の親族

友人（子育て中の仲間など）や知人

保育所（園）

幼稚園

保健センター

医療機関（かかりつけの医師など）

近所の人（子育て経験者など）

子育てサークルの仲間

小学校

子育て支援施設（地域子育て支援拠点等）

・ＮＰＯ法人

市役所の子育て関連担当窓口

放課後児童クラブ

民生委員・児童委員

その他

相談すべきことはない

相談すべき人がいない

無回答

78.4

78.4

74.5

27.5

21.4

13.9

9.7

8.0

5.0

4.1

3.7

2.2

1.7

0.6

3.5

0.6

1.3

0.6

73.4

60.3

73.2

0.2

0.0

1.2

8.7

4.2

1.2

26.3

2.2

1.2

5.2

0.0

2.5

2.0

1.7

2.2

76.0

74.0

72.1

9.9

12.0

2.5

0.9

6.7

3.0

14.1

8.3

9.2

2.5

4.8

0.7

3.2

1.6

0.0

0 20 40 60 80 100

就学前児童保護者(n=462)

小学生保護者(n=403)

【参考】前回調査(n=434)

（%）

（５）子育てに関する悩みの相談先 

子育てに関する悩みの相談先については、就学前児童保護者、小学生保護者ともに「配偶者」

「父母・祖父母等の親族」「友人（子育て中の仲間など）や知人」が６割以上で、上位１位から

３位を占めています。 

一方、「子育て支援施設・ＮＰＯ法人」「市役所の子育て関連担当窓口」など公共の施設や団体

は少ない傾向があります。公共の施設や団体では専門性の高い助言や情報提供も可能なため、相

談しやすい仕組みづくりや相談先としての認知度向上が望まれます。 

 

〈子育てに関する悩みの相談先〉 
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第２章 子ども・子育てを取り巻く現状と課題 

（６）南相馬市の小学校に期待すること 

南相馬市の小学校に期待することについて、就学前児童保護者では、「いじめのない学級、学

校づくりの推進」が 65.6％と最も多く、次いで「基礎学力の定着や伸ばすべき学力の指導強化」

（64.7％）、「英語教育の強化」（26.4％）となっています。小学生保護者では、「基礎学力の定着

や伸ばすべき学力の指導強化」が 59.6％と最も多く、次いで「いじめのない学級、学校づくりの

推進」（55.8％）、「英語教育の強化」（27.3％）となっています。 

前回調査においても、人とのつきあいや思いやりなどの項目が上位に挙がっており、多くの保

護者が基礎学力の習得等に留まらず、いじめをしない、許さない環境づくりを望んでいることか

ら、他者への配慮や思いやりなどを育む、豊かな心づくり等の実施が必要とされています。 

 

〈南相馬市の小学校に期待すること〉 

 

 

 

 

 

 

  

いじめのない学級、学校づくりの推進

基礎学力の定着や伸ばすべき学力の指導強化

英語教育の強化

児童・生徒と教員とのコミュニケーション強化

基本的な生活習慣の指導強化

防犯対策の強化

教員の指導力向上

クラブ活動や部活動の充実

ＩＣＴ活用教育（タブレット・電子黒板など）の充実

給食を通じた食育の推進

地域学習や地域行事への参加

教育施設、設備の充実

読書活動の推進や学校図書館の活用

進路指導やキャリア教育の強化

郷土愛を育む教育の推進

家庭教育（家庭学習、しつけなど）の相談

学校情報の積極的な発信

放射線教育の推進

その他

無回答

65.6

64.7

26.4

19.7

18.4

15.8

11.5

11.0

10.0

10.0

9.1

5.6

4.1

3.7

3.7

3.0

2.6

1.5

1.3

1.9

55.8

59.6

27.3

17.4

14.4

13.2

13.9

20.1

11.9

3.0

4.7

6.2

6.5

6.5

2.7

3.0

2.0

0.7

2.7

3.5

0 20 40 60 80 100

就学前児童保護者(n=462)

小学生保護者(n=403)

（%）
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〈小学校で子どもに身につけさせたいと思うこと（前回調査）〉 

 

 

 

 

  

人と仲良くつきあえるなど、社会生活を営む

上で必要な態度や能力

自らを律し、他を思いやる心や感動する心など

豊かな人間性

読み、書き、計算など日常生活に必要な

基礎的・基本的な知識や技能

たくましく生きるための健康や体力

生涯にわたって自分で学んでいけるための

学び方や学ぶ意欲

国際化、情報化など社会の変化に対応できる

能力（英会話力やコンピュータ操作など）

豊かな個性や創造性

ふるさとを愛する心、自然環境や社会環境に

ついての基礎的な知識

絵画や音楽などに親しみ、美しいものに感動

できる情操

将来の受験に必要な学力

その他

特に希望はない

無回答

73.0

54.4

49.3

30.2

29.3

16.1

15.4

9.7

9.7

7.1

0.7

0.5

2.5

0 20 40 60 80 100

【参考】前回調査(n=434)

（%）
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第２章 子ども・子育てを取り巻く現状と課題 

（７）南相馬市の子育て環境充実のために重要なこと 

南相馬市の子育て環境充実のために重要なことについては、「安心して子どもが医療機関にか

かれる体制の充実」が 63.2％と最も多く、次いで「仕事と子育てが両立できるよう労働時間の改

善など、企業や労働者に対する啓発」（36.6％）、「保育料・授業料など経済支援の充実」（34.8％）

となっています。 

前回調査においても、医療体制や職場環境、経済支援に関する項目が上位に挙がっており、引

き続き小児医療提供体制の充実、仕事と子育ての両立支援、子育てへの経済的な支援等に取り組

む必要があります。 

 

〈南相馬市の子育て環境充実のために重要なこと〉 

※就学前児童保護者のみの設問 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

安心して子どもが医療機関にかかれる体制の

充実

仕事と子育てが両立できるよう労働時間の改善

など、企業や労働者に対する啓発

保育料・授業料など経済支援の充実

犯罪や事故から子どもを守るための取り組みの

充実

児童虐待やいじめ等に対する対策の充実

放課後児童クラブの充実

子育てに関する相談、情報提供の充実

一時保育やショートステイなど緊急的・一時的

な預かり体制の充実

親子トイレ・授乳コーナーの設置等、子どもに

やさしい環境整備の充実

家庭の教育力向上のための学習の機会の充実

母子の健康、子どもの発達支援のための健診や

訪問などの充実

障がいのある子どもが地域で安心して生活

できるよう障がい児施策の充実

ひとり親家庭に対する相談や生活支援の充実

家庭で保育する世帯へのサポート支援の充実

親子・親同士の交流の場の充実

その他

無回答

63.2

36.6

34.8

26.0

23.6

17.5

14.1

12.6

10.6

7.8

7.6

7.1

7.1

6.7

6.1

4.5

1.5

0 20 40 60 80

就学前児童保護者(n=462)

（%）
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〈子育てしやすいまちづくりのために今後重要なこと（前回調査）〉 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

小児医療体制の充実

子育てしながら働きやすい職場環境の整備

子育てへの経済的支援の充実

乳幼児の遊び場（公園や児童館など）の整備

放課後児童クラブの充実

幼稚園、保育所（園）の充実

小中学生の心身の健やかな成長への支援

母子保健サービス（乳幼児健康診査や予防接種

など）の充実

子育てに関する相談や情報提供の充実

親同士の交流や地域の子育て支援活動への支援

家庭内における子育てへの参画（父親の意識啓

発など）の促進

児童虐待対策の推進

その他

特に必要なものはない

無回答

69.8

44.5

40.3

34.3

24.4

21.2

20.5

9.4

7.8

4.6

2.8

2.3

3.9

0.9

1.4

0 20 40 60 80

【参考】前回調査(n=434)

（%）
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第２章 子ども・子育てを取り巻く現状と課題 

n=403

項目
満足
（％）

不満
（％）

満足度
得点

図書館運営の充実 65.8 10.7 0.89

郷土を愛する心を育む教育 43.4 12.4 0.41

小・中学校の施設・設備の整備 55.3 24.3 0.40

地域や学校の独自性を活かした教育 45.2 15.4 0.39

文化財の保護と活用 31.8 10.7 0.28

学校と地域社会との連携 40.7 20.3 0.24

子どもたちの心身の健康を育む教育 43.9 26.3 0.23

幼稚園・保育所等における幼児教育の充実 38.7 22.8 0.20

地域人材や環境を活用した教育 34.5 18.9 0.19

生涯学習の機会の提供 31.0 18.1 0.16

青少年の健全育成 31.3 22.1 0.09

基礎学力の定着を図る教育 41.7 34.2 0.08

小・中学校の防犯等の安全性 38.5 36.0 0.01

家庭教育に関する事業の充実 27.5 26.6 0.01

子育て支援（経済的支援、育児支援、各種子育て講座など） 32.8 30.8 -0.05

教育施設（生涯学習センター、文化・スポーツ施設）の整備 35.2 35.0 -0.05

地域の教育力の向上に向けた取組み 24.3 27.5 -0.08

（８）現在の南相馬市の教育の満足度・重要度 

※小学生保護者のみの設問 

【現在の評価（満足度）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※着色した項目が、子育て関連施策。満足度得点平均は 0.20 

 

南相馬市で取り組む教育施策の「現在の評価（満足度）」を５段階評価（「満足」、「やや満足」、

「やや不満」、「不満」、「わからない」）で尋ね、『満足（満足＋やや満足）』と『不満（不満＋や

や不満）』の割合を算出するとともに、選択肢ごとに以下の点数を付与することで、得点を算出

しました。 

「満足」：2点 「やや満足」：1点 「やや不満」：-1点 「不満」：-2 点 「わからない」：0点 

その結果、『満足』は「図書館運営の充実」（65.8％）、「小・中学校の施設・設備の整備」（55.3％）

で５割以上と多く、『不満』は「小・中学校の防犯等の安全性」（36.0％）、「教育施設の整備」（35.0％）、

「基礎学力の定着を図る教育」（34.2％）、「子育て支援」（30.8％）で３割以上と多くなっていま

す。 

上記を踏まえた満足度得点は、「図書館運営の充実」（0.89）で最も高く、次いで「郷土を愛す

る心を育む教育」（0.41）、「小・中学校の施設・設備の整備」（0.40）となっています。 

一方、「地域の教育力の向上に向けた取組み」（-0.08）、「子育て支援」「教育施設の整備」（と

もに-0.05）などでは満足度得点が低くなっています。  

平
均
以
上
の
項
目 

平
均
未
満
の
項
目 
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n=403

項目
重要
（％）

重要でない
（％）

重要度
得点

小・中学校の防犯等の安全性 81.4 1.0 1.61

基礎学力の定着を図る教育 79.4 1.7 1.58

子どもたちの心身の健康を育む教育 78.4 1.5 1.47

子育て支援（経済的支援、育児支援、各種子育て講座など） 73.9 2.0 1.30

小・中学校の施設・設備の整備 74.9 5.7 1.22

幼稚園・保育所等における幼児教育の充実 67.7 2.7 1.19

青少年の健全育成 68.2 4.2 1.12

図書館運営の充実 71.2 7.7 1.12

教育施設（生涯学習センター、文化・スポーツ施設）の整備 68.7 7.4 1.05

学校と地域社会との連携 68.5 7.2 1.03

地域の教育力の向上に向けた取組み 61.8 7.2 0.93

家庭教育に関する事業の充実 62.8 8.2 0.86

地域人材や環境を活用した教育 62.0 8.7 0.85

文化財の保護と活用 51.9 10.4 0.69

地域や学校の独自性を活かした教育 56.8 16.1 0.67

生涯学習の機会の提供 52.1 13.4 0.60

郷土を愛する心を育む教育 55.6 17.1 0.59

 

【今後の重要度】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※着色した項目が、子育て関連施策。重要度得点平均は 1.05 

 

南相馬市で取り組む教育施策の「今後の重要度」を５段階評価（「重要」、「やや重要」、「あま

り重要でない」、「重要でない」、「わからない」）で尋ね、『重要（重要＋やや重要）』と『重要で

ない（重要でない＋あまり重要でない）』の割合を算出するとともに、選択肢ごとに以下の点数

を付与することで、得点を算出しました。 

「重要」：2点 「やや重要」：1点 「あまり重要でない」：-1 点 「重要でない」：-2 点 

「わからない」：0点 

 

その結果、『重要』は「小・中学校の防犯等の安全性」（81.4％）、「基礎学力の定着を図る教育」

（79.4％）、「子どもたちの心身の健康を育む教育」（78.4％）で８割前後と多くなっています。

一方、『重要でない』はいずれの項目も２割未満となっています。 

上記を踏まえた重要度得点は、「小・中学校の防犯等の安全性」（1.61）で最も高く、次いで「基

礎学力の定着を図る教育」（1.58）、「子どもたちの心身の健康を育む教育」（1.47）となっていま

す。 

一方、「郷土を愛する心を育む教育」（0.59）、「生涯学習の機会の提供」（0.60）などでは重要

度得点が低くなっています。  

平
均
以
上
の
項
目 

平
均
未
満
の
項
目 
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第２章 子ども・子育てを取り巻く現状と課題 

評価点平均

0.20

重要度平均

1.05

子育て支援（経済的支援、育児支援、各種子育て講座など）

幼児教育の充実

小・中学校の施設・設備の整備

小・中学校の防犯等の安全性

地域や学校の独自性を活かした教育

郷土を愛する心を育む教育

基礎学力の定着を図る教育

地域人材や環境を活用した教育

子どもたちの心身の健康を育む教育

家庭教育に関する事業の充実

地域の教育力の向上に向けた取組み

学校と地域社会との連携

青少年の健全育成
生涯学習の機会の提供

教育施設（生涯学習センター、

文化・スポーツ施設）の整備

図書館運営の充実

文化財の保護と活用

-0.25

0.00

0.25

0.50

0.75

1.00

0.50 0.75 1.00 1.25 1.50 1.75

満
足
度
得
点

重要度得点

●：子育て関連施策 ●：子育て関連以外の施策

優先対応項目：「満足度得点」が低く「重要度得点」が高い動向注視項目：「満足度得点」も「重要度得点」も低い

現状維持項目：「満足度得点」は高いが「重要度得点」が低い 重点継続項目：「満足度得点」も「重要度得点」も高い

 

【満足度×重要度（散布図）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「満足度得点」、「重要度得点」の関係を表す領域線は、それぞれの平均値 

※得点の高い／低いについては、あくまで平均値と比較して相対的に高い／低いということを 

示したもの 

 

前述の「満足度得点」、「重要度得点」をもとに、各施策における項目間の相対的な位置づけを

整理するため、散布図を作成しました。 

 

その結果、「満足度得点」が低く「重要度得点」が高い項目として、「青少年の健全育成」、「小・

中学校の防犯等の安全性」、「子育て支援」等が位置しており、これらは特に優先的に取り組む必

要があります。 
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（９）その他 

自由記載には、就学前児童保護者 174 名から 300 件、小学生保護者 110 名から 166 件の意見が

寄せられました。 

就学前児童保護者では、「医療機関、子どもの健康・発達に関すること」が 73 件と最も多く、

小児科の充実や休日・夜間に 24 時間対応する医療施設の開設などへの意見が多く挙げられまし

た。次いで、「遊び場、イベント、交流、子育て支援センターに関すること」が 54件となり、屋

内遊び場や公園の整備、親同士の交流のサポートなどへの意見が多く挙げられました。 

小学生保護者では、「放課後児童クラブ・児童センター・放課後や休日の過ごし方に関するこ

と」が 34 件と最も多く、放課後児童クラブ・児童センターのサービスの充実や休日の受け入れ

などへの意見が多く挙げられました。次いで、「学校、教育環境に関すること」が 23 件となり、

教育環境の質の改善や学力向上のための取組み、登下校時の安全対策などへの意見が多く挙げら

れました。 

 

〈自由意見分類結果〉 
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第２章 子ども・子育てを取り巻く現状と課題 

第５節 子ども・子育て審議会委員からの意見 

 

  子ども・子育て支援事業計画の策定にあたっては、子ども・子育て支援法第 77条第１項の定

めにより、審議会等の設置に努め、当事者の意見を聴かなければならないとされていることから、

外部の有識者等で構成する「南相馬市子ども・子育て審議会」を開催し、委員より意見等を聴取

しました。 

 

１ 子ども・子育て審議会活動（計画策定に係る部分）  

 ・身分 非常勤特別職 

 ・定員 15 名以内 

 ・任期 ２年 

 

 

 ２ 審議会委員意見（総合的な事業展開に係る主なもの抜粋） 

 

  ・心の豊かさを培うための体験活動、地域性を活かした独自性のある授業が必要 

  ・南相馬市独自の子育て個別相談の場の整備を希望 

  ・小児救急医療面で不安があるので早急に対応してほしい。（園児の体調急変時） 

  ・子育てハンドブック掲載手法などの改善（受け取る側が分かりやすい医療機関情報） 

  ・待機児童解消のための抜本的な取組みが必要 

  ・育休中の母親を支援する取組みを追加的に実施してほしい。 

  ・子どもが病気のとき、気軽に休めるような取組みを応援する事業を設けるべき。 

  ・小学校におけることばの教室少人数クラスの設置を希望 

  ・子どもたちの安心、安全について、杉並区通り魔事件や大津市交通事故を踏まえた 

事業の検討が必要 

  

区分 出席者

第1回  令和元年５月30日（木） 11人

第2回  令和元年８月１日（木） ８人

第3回  令和元年10月７日（月） 12人

第4回  令和元年11月14日（木） 11人

第5回  令和２年１月22日（水） 11人

取組み概要 実施日等

審 議 会
子ども・子育て支援事業計画
の策定、変更に対し意見を述
べること
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第６節 第一期計画の点検・ニーズ調査結果等に基づく評価と取組み 

  第一期計画の点検、保護者に対するニーズ調査結果に基づき現状、課題、評価（対応の方向性

の分析）を行い、次のとおり取りまとめ・総括を行いました。 

 

 

【第一期子ども・子育て支援事業計画の点検結果・評価まとめ】 

 

 
  

●不安なく子育てを楽しめる環境の整備・支援
　 の実施

・子どものいる毎日の生活が楽しいと感じる
　保護者は約４割と横ばいの状況

・保護者の負担軽減を図る施策展開及び相談
　等による育児不安や孤立の未然防止

・小児科等の医療救急体制に対する不安 ・救急医療体制の確保及び医療人材の育成

●児童の預かりニーズに的確に対応できる保育
　 の提供及び預かり事業の展開

・保育園、児童クラブ待機児童の未解消 ・保育人材等の確保による待機児童解消

・病気の児童等に対する支援体制が未整
　備

・幅広い預かりニーズに対応した保育体制の
　確立

●様々なケースの子どもや家庭などに対応した
　 支援の実施

・障がい児などに対する、きめ細やかなサ
　ポート体制が限定的

●事故や事件を未然に防止し、子どもの心身
　を健やかに育てる場や機会の提供

・子どもの体力水準は平均的

・道路等における安全の確保及び意識啓発

●仕事と家庭の両立支援及び子育て負担偏
　重の是正

・両立が困難な家庭に対する支援策が限
　定的

・両立支援策の拡充、父親の家事育児参加
　推進

Ⅴ．職業生活と家庭生活の両立の推進

　
　
　
安
心
し
て
子
ど
も
を
産
み
育
て
る
こ
と
が
で
き

、

　
　
　
子
育
て
の
喜
び
を
実
感
で
き
る
施
策
の
展
開

●子育て施策の周知強化
　 周知媒体の多チャンネル化等による子育て情報
　 発信の強化

＜施策の認知不足＞
　子どもを支援する仕組みや取組みが十分に
　認知されていない。

Ⅰ．母性並びに子どもの健康の確保及び増進

Ⅱ．地域における子育ての支援

Ⅲ．社会の援助を必要とする子どもや家庭へ
　　 の支援

・個々のケースに即した育児及び家庭支援策
　の展開

Ⅳ．子どもの心身の健やかな成長に資する
　　 環境の整備

・遊び場の設置や体験学習機会の確保による
　健全育成及び子どもの可能性の発掘・事故や事件の未然防のための教育及び

　環境の改善

主な課題 評価（対応の方向性）

＜人口減少＞
　少子高齢化に伴う生産年齢人口の減少と、それ
　に伴う医療、保育等分野の人材不足

●婚活支援
　 家庭を築きたい男女に対する相談や出会いの場
　 の提供

＜育児に対する負担感＞
　育児や子育て環境に対して不安や負担感を抱
　く家庭、子育てに喜びや前向きなイメージを持て
　ない家庭が存在

●育児に対する前向きな意識の醸成
　 子育ての負担や不安を軽減し、保護者が前向きに
　 子どもと向き合える支援策の展開

めざす

姿
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第２章 子ども・子育てを取り巻く現状と課題 

【ニーズ調査結果・評価まとめ】 

 

 

 

【力を入れて取り組むべき分野】 

 第一期計画の点検結果、保護者に対するニーズ調査結果に、審議会委員からの意見を加え、第二

期計画において特に力を入れて取り組むべき分野を次のとおりまとめました。 

 これらの分野については、施策体系への反映のほか、個別事業の展開（新規・拡充事業）や教育・

保育量の確保等により取組みを強化します。 

 

 

 

 

  

主に子育てを行っている人
就学前児童保護者で主に母親の割
合が上昇

母親の負担軽減、父親の育児参加
促進

震災前に居住していた小学校区 就学前児童保護者で市外が１/4 孤立防止や育児相談等の推進

子育てのしやすさ 5年前に比べ「そう思う」が増加 子育て施策の基本的方向性の維持

幼稚園・保育園に期待すること
遊びや集団行動に関する項目が上
位

幼児教育・保育の充実

悩みの相談先
配偶者、父母・祖父母、友人知人が
上位、公共窓口等は少ない

相談支援事業の充実

小学校に期待すること いじめ防止、豊かな心が上位 心身の健全育成の推進

子育て環境充実のために重要なこと
小児医療提供体制、両立支援が上
位

小児医療提供体制、両立支援の推
進

教育の満足度
図書館の充実が高く、防犯等安全
性が低い

防犯等の安全性の向上

教育施策の今後の重要度
防犯等の安全性、心身の健康増進
が上位

防犯等の安全性、心身の健康増進
の推進

調査項目 今回調査結果 評価（対応の方向性）

評
価
結
果
に
基
づ
く
施
策
の
強
化

力を入れて取り組むべき分野

第一期計画

・医療提供体制の強化
・防犯、交通安全の推進
・子育て家庭の負担軽減、
  相談の実施
・多様な体験をする機会
  の提供
・仕事と家庭の両立支援
・待機児童の解消
・情報発信手法の工夫

第二期計画の
・施策体系への反映
・個別事業の展開
  （新規・拡充事業等）
・教育・保育量の確保
　等による取組み強化保護者ニーズ調査

子ども・子育て審議会

意見

評価

結果 反映
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第３章 計画の基本的な考え方 

第３章 計画の基本的な考え方 

 

第１節 計画の基本理念 

子どもは未来の担い手であると同時に、家庭に幸福をもたらし、地域に活気を与える存在です。

子どもたちが将来に対し夢を抱いて成長していくためには、子ども自身が日々健やかに、笑顔で

過ごせる環境に加え、保護者が安心して子どもを産み育てることのできる環境を整える必要があ

ります。 

しかし、核家族化や地域社会のつながりの希薄化といった社会背景の変化や、震災及び原発事

故の発生は、家庭における子育ての負担や不安を増大させ、子どもの健やかな成長を阻害するな

ど、本市における子どもや家庭を取り巻く環境に深刻な影響を及ぼしてきました。 

これら困難な状況の克服のため、本市では、地域全体で子どもや子育て家庭に寄り添い、保護

者が安心して出産や子育てに向き合える環境を整えるとともに、未来を担う子どもたちが、本市

で夢や希望を持ち、毎日をかがやく笑顔で過ごせるような取組みを進め、保護者と子どものより

良い家庭環境の形成と、子どもの健やかな成長の実現を図ります。 

次代を担う子どもたちとそれを支える保護者が、周囲からの温かい愛情に包まれて、この地で

安心して過ごすとともに、子どもたちの笑顔がかがやき、将来、故郷「南相馬」に誇りと愛着を

持てるまちの実現を目指し、次のとおり本計画の基本理念を掲げます。 

 

 

  

■基本理念 
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第２節 基本施策 

本計画では、第一期南相馬市子ども・子育て支援事業計画の重点施策を、子どもと子育てを取

り巻く環境の変化等を踏まえ再編成し、妊娠・出産期から子どもが成長していくまでの切れ目の

ない支援を行うため、次の４つの基本施策を掲げます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

Ⅰ．安心して子どもを産み育てることができる環境の整備 

子どもや母親の健康の支援、子どもの医療を取り巻く環境の充実、子どもの安心・

安全確保の推進など、母性並びに子どもの健康・安全の確保を図ります。 

Ⅱ．子育て家庭の負担軽減及び支援の充実 

保育サービスや幼児教育の充実、相談支援体制や経済的支援の充実、子育て支援

のネットワークづくり、仕事と子育ての両立のための取組みなど、子育て家庭の負

担軽減を図るための支援を行います。 

Ⅲ．援助を必要とする子どもや家庭への支援 

児童虐待防止対策の充実、ひとり親家庭の自立支援の推進、障がい児施策の充実、

震災及び原発事故等により被災した児童等への支援の充実、子どもの貧困対策など、

社会の援助を必要とする子どもや家庭への支援を行います。 

Ⅳ．次代を担う人材の育成 

子どもの心身の健全育成の推進や多様な体験・ふれあいの機会づくりなど、子ど

もの心身の健やかな成長に資する環境の整備を進めます。 
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第３章 計画の基本的な考え方 

第３節 施策の体系 

基本理念に基づく基本施策及び施策の方向は以下に示すものとし、本体系に基づき、各施策や

事業を展開します。 

 

〈第二期南相馬市子ども・子育て支援事業計画 施策体系図〉 
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Ⅰ．安心して子どもを 

産み育てることが 

できる環境の整備 

Ⅱ．子育て家庭の 

負担軽減及び 

支援の充実 

Ⅲ．援助を必要とする 

子どもや家庭への 

支援 

Ⅳ．次代を担う人材の 

育成 

１ 健やかに産み育てることができる環境づくり 

２ 医療を取り巻く環境の整備 

３ 安心・安全な生活環境の推進 

１ 保育サービス・幼児教育の充実 

２ 相談・支援体制の充実 

３ 子育て家庭への経済的支援 

４ 子育て支援のネットワークづくり 

５ 仕事と家庭との両立の支援 

１ 児童虐待防止対策の充実 

２ ひとり親家庭等への自立支援 

３ 障がいや発達の遅れなどに対する支援の充実 

４ 被災児童等への支援 

５ 子どもの貧困対策 

１ 心身の健全育成の推進 

２ 多様な体験・ふれあいの機会づくり 

基本理念 基本施策 施策の方向 
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第４章 

分野別施策の展開 

（計画期間：令和２年度～令和６年度） 
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 ※ 主な取組み及び成果指標の冒頭の表記は、その事業及び数値等が掲載されている計画を表します。 

また、新規・拡充した事業も併せて表記します。 

  総  ： 南相馬市復興総合計画後期基本計画 

  実  ： 南相馬市復興総合計画実施計画 

  保  ： 南相馬市保健計画 

  男女 ： 南相馬市男女共同参画計画 

  教  ： 南相馬市教育振興基本計画 

  新  ： 新規実施事業（令和元年度の途中以降に実施を予定している事業） 

  拡  ： 既存事業の拡充を行う事業（令和元年度の途中以降に実施を予定している事業） 

 ※ 他の個別計画との重複は避けることとします。（重複する場合は計画名、事業名のみ表記します。） 

 ※ 成果指標中の「現状値、参考値、目標値」脇の（ ）は年度を表します。なお、現状値について、

平成 31 年 4 月の実績値は H31 と、令和元年 5月 1日以降の実績値は R1と表記しました。 

※成果指標中の「目標値」は令和６年度を基準としていますが、個別計画の策定等により目標値 

 を設定できない場合は、「－」と記載し、令和５年度目標値を参考として記載しています。 
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第４章 分野別施策の展開 

第４章 分野別施策の展開 

 

第１節 安心して子どもを産み育てることができる環境の整備 

  ◆施策の方向 

１ 健やかに産み育てることができる環境づくり 

２ 医療を取り巻く環境の整備 

３ 安心・安全な生活環境の推進 

 

１ 健やかに産み育てることができる環境づくり 

 

 現 状  

○平成 27 年国勢調査では、市の 20 歳～44 歳の未婚者数は 6,578 人（男 4,577 人、女 2,001 人）

に上り、結婚や家庭を営むことを希望しながらも実現に至らない男女が多く存在すると推測さ

れます。 

○妊産婦は、妊娠中に様々な要因により精神的に不安になったり、出産後に子育てにおける身体

的、精神的負担により、ストレスや孤独感を感じたりすることがあります。 

○核家族化の進展などに伴う多世代同居家庭の減少などにより、家庭内での出産や育児に対し不

安やストレスを抱える保護者が多くなっています。 

 

 課 題  

○結婚等により、子どもを儲けたり家庭を営むことを希望する市民の望みがかなえられるよう、

婚活相談や男女が出会う機会づくりなどの支援を行う必要があります。 

○妊産婦が安心して出産し、子どもが健やかに成長できるように、母子保健事業等を通じた子ど

もや父母の支援を推進していく必要があります。 

○出産や育児の不安やストレスを和らげると同時に、子どもの健康に関する必要な知識を一層浸

透させ、母子ともに健康を保ち、ゆとりある子育てができるような支援が重要です。 

 

 主な事業・取組み  

 事業名 事業概要 担当課 

実 

母子健康包括支援センタ

ー事業（利用者支援事業） 

母子健康包括支援センター（原町保健センター内）を相

談支援の拠点とし、母子保健及び育児に関する様々な悩

み等に保健師等が専門的な見地から相談支援を実施し、

妊娠期から子育て期までの切れ目のない支援事業を実

施します。 

 

健康づくり課 



 

- 50 - 

 事業名 事業概要 担当課 

実 

母子保健事業（地域子ど

も・子育て支援事業、発

達支援及び思春期保健分

野を除く） 

母子健康手帳交付事業及び保健指導、妊産婦健康診査

費用の助成、マタニティファミリーセミナー、乳幼児健康診

査及び個別相談、母子愛育会員の養成・活動支援を通し

て、妊産婦及び母子の健康づくりを支援します。 

健康づくり課 

実 

放射線被ばく検診事業 ホールボディカウンターやベビースキャンを用いた内部被

ばく検診を実施し、放射性物質に対する不安軽減を図り

ます。 

健康づくり課 

実 

婚活支援事業 結婚意欲のある市民に対する出会いの場の提供のため、

縁結びサポーターによる「個別相談会」及び「出会いイベ

ント」を実施するほか、縁結びサポーターに対するスキル

アップセミナー等を実施します。 

こども家庭課 

実 
ようこそ赤ちゃん誕生祝い

品支給事業 

新生児保護者に対し、お祝い品として紙おむつ、おしりふ

き、粉ミルクを支給します。 

こども家庭課 

 
未熟児養育医療費助成事

業 

出生後速やかに適切な処置を行う必要がある未熟児に対

し、入院医療費の助成を実施します。 

こども家庭課 

 ◇関連する地域子ども・子育て支援事業 

   乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業）、養育支援訪問事業 

 ◇関連する他の個別計画 

   南相馬市保健計画 

 ◇他の個別計画掲載事業 

   産後ケア事業、妊婦歯科健康診査事業、フッ化物洗口事業、食育推進事業、放射線に関する基礎知識

の周知、思春期保健事業、予防接種事業（任意予防接種の助成を含む） 

 

 成果指標  

 成果指標 現状値(H30) 目標値(R6) 

総 南相馬市の出生数 319 人 
 300 人 

参考値(R4) 362 人 

  出典：福島県現住人口調査年報 
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第４章 分野別施策の展開 

２ 医療を取り巻く環境の整備 

 

 現 状  

○震災及び原発事故により、本市の医療体制は大きなダメージを受けました。産婦人科の専門医

療機関が市内２箇所に限られるほか、平日深夜の時間帯や土日祝日は終日、市内で小児救急専

門の受診ができないなど、現在も産科・婦人科・小児科医療の提供体制が不足しており、医療

面で不安を抱く保護者が多く存在します。 

○平成 24年 10 月より、18 歳までの医療費を無料とする「乳幼児子ども医療費助成事業」を実施

し、保護者の負担の軽減を図っています。 

○ニーズ調査『南相馬市の子育て環境充実のために重要なこと』において、「安心して子どもが

医療機関にかかれる体制の充実」が 63.2％と最も回答が多くなっています。 

 

 課 題  

○医療人材の確保や育成により、医療提供体制を強化する必要があります。 

○県立医科大学などに対し、小児科医の派遣を引き続き強く要望していくとともに、相馬郡医師

会や市内医療機関等と地域医療の在り方を検討し、地域医療提供体制の充実に努める必要があ

ります。 

○深夜や土日祝日などの医療機関における休診時の対応ができる体制確保や、緊急時の適切な受

診情報の周知等を更に進める必要があります。 

 

 主な事業・取組み  

 事業名 事業概要 担当課 

実 

寄附講座設置事業 市内病院で不足する医師確保のため、市内病院が大学

医学部への寄付により設置する講座（寄附講座）に対し補

助金を交付します。 

健康づくり課 

実 

夜間小児科・内科初期救

急医療事業 

市内病院において、土・日・祝日・年末年始の夜間に小児

科及び内科の初期救急を受けられる環境を提供し、休日

夜間に緊急的な受診ができる環境を整備します。 

健康づくり課 

拡 

南相馬市地域医療提供体

制整備補助金 

市内に不足する診療科（小児科ほか）の診療を新たに始

める医師又は医療法人に対し、開設・改修等に係る費用

の一部を助成します。 

健康づくり課 

 

在宅当番医制度負担金 日曜及び祝日日中の初期救急医療提供のため、市内の

開業医、薬局、歯科開業医による当番割当を行い、日曜

祝日の緊急的な病気やけが等の体制整備に対応する費

用を負担します。 

健康づくり課 

実 

拡 

子育て応援情報発信事業 子育て応援ハンドブック及びWeｂサイト「げんきッズ!!ネッ

ト」上において、保護者に伝わりやすい小児医療機関情

報の発信を行います。 

こども家庭課 
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 ◇関連する他の個別計画 

   南相馬市保健計画 

 ◇他の個別計画掲載事業 

   かかりつけ医促進事業、医療資格養成校の就学資金貸付け 

 

 成果指標  

 成果指標 現状値(H31) 目標値(R6) 

総 小児入院受け入れ病院数 0 施設 
 1 施設 

参考値(R4) 1 施設 

総 市内救急医療機関数 4 病院 
 4 病院 

参考値(R4) 4 病院 
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第４章 分野別施策の展開 

３ 安心・安全な生活環境の推進 

 

 現 状  

○近年、国内各地において子どもが被害者になる痛ましい事件、事故が発生しています。社会全

体で子どもを犯罪や事故から守っていくためには、地域における防犯活動、交通安全活動の活

性化を図る必要があります。 

○ニーズ調査『現在の南相馬市の教育の評価と今後の重要度』において、「小・中学校の防犯等

の安全性」が 81.4％と最も重要度が高い項目となっている一方で、不満が 36.0％と評価が低

くなっています。 

 

 課 題  

○子どもを交通事故や犯罪から守るため、安全性や防犯に配慮した道路環境等を整備する必要が

あります。 

○防犯及び交通安全の意識啓発や教育を図るとともに、地域における事故や事件に対する抑止力

の向上を図る必要があります。 

 

 主な事業・取組み  

 事業名 事業概要 担当課 

実 
防犯カメラ設置事業 防犯カメラシステム設備の維持及び保守管理を行い、犯

罪の未然防止、抑止を図ります。 

生活環境課 

新 

安全運転支援装置設置促

進事業 

高齢運転者を対象に自動車の安全運転支援装置の取り

付け費用の一部助成を行い、誤発進、急発進等による児

童等への死傷事故の未然防止を図ります。 

生活環境課 

 

交通安全教室の実施 小中学校においてスケアードストレイト（スタントマンによる

現場事故再現手法による）交通安全教室を実施し、交通

安全、交通事故防止に対する意識を高めます。 

生活環境課 

拡 

防犯・自衛力向上事業 放課後児童クラブ職員等を対象に、防犯・自衛用具の使

用、児童等の避難誘導、緊急通報等に係る講習会を実

施します。 

こども家庭課 

実 
防犯灯設置事業 夜間通学時の安全確保、犯罪及び事故防止のため、防

犯灯の設置を推進します。 

土木課 

 

共生のまち推進事業 児童をはじめ、高齢者や障がい者などの交通弱者の安全

確保のため、歩道の拡幅、誘導ブロックなどの設置を図

り、交通事故の未然防止を図ります。 

土木課 

 ◇関連する他の個別計画 

   南相馬市交通安全計画 

 ◇他の個別計画掲載事業 

   チャイルドシート着用の啓発 
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 成果指標  

 成果指標 現状値(H31) 目標値(R6) 

総 
交通事故発生件数 

（人身事故件数） 
93 件 

 68 件 

参考値(R4) 80 件 

総 
犯罪発生件数 

（刑法犯認知件数） 
277 件 

 261 件 

参考値(R4) 162 件 
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第４章 分野別施策の展開 

第２節 子育て家庭の負担軽減及び支援の充実 

◆施策の方向 

１ 保育サービス・幼児教育の充実 

２ 相談・支援体制の充実 

３ 子育て家庭への経済的支援 

４ 子育て支援のネットワークづくり 

５ 仕事と家庭との両立の支援 

 

１ 保育サービス・幼児教育の充実 

 

 現 状  

○共働き世帯の増加に伴い、育児休業明けから就学までの隙間のない保育ニーズが高まるととも

に、一時預かりや延長保育など保育ニーズも多様化しています。 

○病児・病後児保育事業が未整備であったり、保育園、認定こども園、地域型保育事業において

待機児童が発生しているなどの状況にあり、これらの改善が急務となっています。 

 

 課 題  

○個々の保育ニーズに対応していくため、ファミリー・サポート・センター会員など地域の支え

手育成などの子育て支援にも力を入れながら、利用者の立場に立った多様な保育サービスの充

実を図る必要があります。 

○保育人材の確保及び育成等を通じて、保育サービスの充実を進めるとともに、待機児童の解消

を図っていく必要があります。 

 

 主な事業・取組み  

 事業名 事業概要 担当課 

 
保育サポーター養成 ファミリー・サポート・センター事業における提供会員（まか

せて会員）の登録推進のための講座を実施します。 

こども家庭課 

実 
延長保育促進事業補助金 延長保育事業を実施する私立保育所及び認定こども園

に対する補助金を交付します。 

こども育成課 

実 
地域保育施設助成事業補

助金 

認可外保育施設運営等費用に対する補助金を交付しま

す。 

こども育成課 

実 
保育士宿舎借り上げ支援事

業補助金 

私立認可保育施設に勤務する保育士の宿舎借上費用の

全部又は一部について補助します。 

こども育成課 

実 

保育体制強化事業補助金 私立保育事業者（保育所・認定こども園）に対し、保育設

備や遊ぶ場所等の清掃、給食の配膳・片付け、寝具の用

意・片付け等を行い保育士の負担軽減を図る保育支援者

の配置に要する費用の一部を補助します。 

こども育成課 
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 事業名 事業概要 担当課 

実 

保育士等人材確保事業 保育士等人材確保のため、保育士等養成学校訪問、保

育士就職フェア参加、保育士等修学資金貸付制度チラシ

作成等を実施します。 

こども育成課 

実 
私立保育所等給食検査体

制事業補助金 

民間保育所等が実施する給食食材の放射性物質検査材

料代に対する補助金を交付します。 

こども育成課 

実 
保育所給食検査体制整備

事業 

市内保育所（園）・認定こども園が実施する給食食材の放

射性物質事前検査を実施します。 

こども育成課 

実 
幼稚園教諭宿舎借り上げ支

援事業補助金 

私立幼稚園教諭の宿舎借上費用の全部又は一部補助し

ます。 

こども育成課 

実 

みらい育成修学資金事業 みらいを担う者に対し、修学に必要な資金として、育英資

金・看護師等修学資金・保育士等修学資金の貸付及び

修学資金の給付を行います。 

教育総務課 

 ◇関連する地域子ども・子育て支援事業 

   一時預かり事業、ファミリーサポート推進事業、子育て短期支援事業（ショートステイ事業）、病児・

病後児保育事業 

 ◇関連する他の個別計画 

   南相馬市教育振興基本計画、南相馬市障がい者計画、南相馬市障がい児福祉計画 

 ◇他の個別計画掲載事業 

   小学校との交流事業、障がい児保育事業補助金 

 

 成果指標  

 成果指標 現状値(H31) 目標値(R6) 

総 待機児童数 29 人 
 0 人 

参考値(R4) 0 人 
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第４章 分野別施策の展開 

２ 相談・支援体制の充実 

 

 現 状  

○震災及び原発事故に起因する避難等によるコミュニティや家庭環境の変化に伴い、子育て世帯

が孤立するなど、子どもと親を取り巻く環境が大きく変化しています。 

○ニーズ調査『子育てに関する悩みの相談先』において、就学前児童保護者、小学生保護者とも

に「配偶者」「父母・祖父母等の親族」「友人（子育て中の仲間など）や知人」など親族や身近

な友人が相談相手である場合が上位１位から３位までを占め、一方で「子育て支援施設・ＮＰ

Ｏ法人」「市役所の子育て関連担当窓口」など公共の施設や団体は少ない傾向があります。 

○乳幼児健康診査時（４か月健康診査）の保護者アンケートで把握した、「子どものいる生活の

毎日が楽しいと思う人」の割合は、平成 30 年度で 35.9％とおおよそ３人に１人となっており、

平成 25 年度（38％）と比較してもほぼ横ばいで推移しています。 

 

 課 題  

○保護者の育児や家庭生活に対する悩みや不安の解消を図るため、保護者同士の交流、相談・支

援体制の充実、分かりやすい子育て情報の発信を行う必要があります。 

○公共の相談先が分からない、相談しにくいと考えている保護者のため、相談しやすい仕組みづ

くりや相談先の認知度向上のための広報活動等を行っていくことが求められます。 

 

 主な事業・取組み  

 事業名 事業概要 担当課 

 ママのこころの相談会 子育てに係る母親の精神的ストレスの緩和や母親の

育児負担感、育児不安の軽減のために臨床心理士等

による個別相談を実施します。 

健康づくり課 

 家庭児童相談事業 家庭児童相談員を配置し、養育や家族関係、子どもの

発達等の問題を抱える児童やその保護者の相談に応

じるとともに、必要な支援を行います。 

こども家庭課 

 子育て支援拠点施設整備

事業 

育児相談、情報提供、保護者の交流の場である子育

て支援センターの機能充実を図るための子育て拠点

施設及びファミリー・サポート・センター事業を提供する

公共の場などの整備について検討します。 

こども家庭課 

 ◇関連する地域子ども・子育て支援事業 

   子育て支援センター管理運営事業 

 ◇関連する他の個別計画 

   南相馬市地域福祉計画、南相馬市保健計画、南相馬市男女共同参画計画 

 ◇他の個別計画掲載事業 

   民生・児童委員活動推進事業（訪問相談、支援活動） 
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 成果指標  

 成果指標 現状値(H31) 目標値(R6) 

保 
「子どものいる毎日の生活が楽しい」

の割合 
35.9％ 

 41％ 

参考値(R4) 40％ 

  出典：乳幼児健康診査時（４か月健康診査）保護者アンケート 
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第４章 分野別施策の展開 

３ 子育て家庭への経済的支援 

 

 現 状  

○ニーズ調査『南相馬市は子育てしやすい環境か』において、「そう思う」と回答した割合が就

学前児童保護者、小学生保護者ともに約５割と、平成 25 年度に実施した前回調査（約３割）

に比べ大幅に上昇しており、市の子育て施策の基本的な方向性が評価されていると判断されま

す。 

○市では、18 歳までの医療費の無料化、障がい児やひとり親世帯、震災遺児等支援を必要とする

子ども等に対する各種助成を行うなど、様々な分野において子育てに係る経済的負担の軽減策

に取り組んでいますが、ニーズ調査においては経済支援の充実に対する要望が 15 項目中３位

と高く、子育て環境の充実に向けて引き続き経済支援の充実が重要となっています。 

○令和元年 10 月１日より開始となった国の幼児教育・保育の無償化の実施に伴い、幼稚園・保

育園・認定こども園等を利用する３～５歳児や、住民税非課税世帯の０～２歳児の利用料が無

償化の対象となっています。 

 

 課 題  

○医療費の無料化をはじめ、子どもや子育てに対する様々な助成等について継続を検討する必要

があります。 

○家庭の経済状況など子どもの置かれている状況によって子どもの成長や将来の夢の実現に悪

影響を及ぼすことのないよう、支援を必要とする家庭や子どもへの経済的支援の充実が必要で

す。 

○国の保育料無償化の対象とならないケースについても、市独自の保育料無償化などの実施によ

り、経済面での支援を行うことが期待されています。 

 

 主な事業・取組み  

 事業名 事業概要 担当課 

実 
交通遺児激励金支給事業 交通遺児に対する激励及び福祉の向上を図るため、激励

金を支給します。 

生活環境課 

実 
在宅保育支援金 保育園等に在園していない満３歳未満の児童を家庭で保

育をしている世帯に対し、在宅保育手当を支給します。 

こども家庭課 

 
乳幼児子ども医療費助成

事業 

０歳～18 歳までの医療費（保険診療自己負担額及び食

事療養費自己負担額）に対する助成を実施します。 

こども家庭課 

実 
認可外保育所入所者支援

事業 

認可外保育施設に入所する児童の保護者に対し、保育

料を助成します。 

こども育成課 

実 

認定こども園・地域型保育

事業保護者助成事業補助

金 

私立認定こども園・地域型保育事業所の在園児の保護者

に対し、保護者負担の保育料が実質無料となるよう補助

金交付します。 

こども育成課 
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 事業名 事業概要 担当課 

 

保育料無償化 国の無償化の対象とならない、０～２歳の住民税課税世

帯の保育所、認定こども園、小規模保育施設の利用料に

ついて、市独自の措置として無料とします。 

こども育成課 

新 
民間保育所等給食食材費

補助金 

民間保育所等が提供する給食用食材費に対する補助金

を交付します。 

こども育成課 

新 
私立幼稚園給食費保護者

助成金 

私立幼稚園在園児の保護者が負担する給食費に対し助

成金を交付します。 

こども育成課 

実 
若者等世帯定住促進事業 若い世代の定住を促進するため、転入する子育て世帯の

賃貸住宅入居や住宅取得に対し、奨励金を交付します。 

建築住宅課 

実 

みらい育成修学資金事業 

（再掲） 

みらいを担う者に対し、修学に必要な資金として、育英資

金・看護師等修学資金・保育士等修学資金の貸付及び

修学資金の給付を行います。 

教育総務課 

 ◇関連する他の個別計画 

   南相馬市保健計画 

 

 成果指標  

 成果指標 現状値(R1) 目標値(R5) 目標値(R6) 

教 
一般市民の子育て支援（経済的

支援等）の満足度 
18.6％ 22.6％ ― 
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第４章 分野別施策の展開 

４ 子育て支援のネットワークづくり 

 

 現 状  

○社会環境の変化により核家族化や地域のつながりの希薄化が進展し、父母だけで行う家庭内の

子育てに不安や負担感を感じる親が多く見られます。 

○ニーズ調査『震災前に居住していた小学校区』において、就学前児童保護者では「市外」が最

も多く全体の 24.9％を占めるなど、震災や原発事故に伴う避難や転居等により、市外から転入

してきた保護者が増加していると推察され、子育て中の保護者の孤立が懸念されます。 

○子ども向けの文化芸能教室、親子体力づくり講座、アート活動、アプリを活用した子育てシェ

ア、子ども食堂、家庭訪問型子育て支援、イベント・交流施設での市民間の交流など、民間主

体による独自の子ども・子育て支援サービスの動きが見られます。 

 

 課 題  

○子育て中の親の不安を解消するため、子育て家庭が地域とのつながりを保つための機会や情報

の発信が求められます。 

○子育て家庭が孤立することなく、子育ての当事者同士が地域で出会い、交流し、ゆとりを持っ

て子育てを楽しむことができるようサポートしていく必要があります。 

○民間サービスの専門的なノウハウ、多様な人材、幅広いネットワークなどを活用した取組みの

推進を図るとともに、実施主体との協働により、課題の解決や子育て力の向上を図っていく必

要があります。 

 

 主な事業・取組み  

 事業名 事業概要 担当課 

 育児サークル支援 育児サークルの立ち上げに係る相談支援や自主的活動

への相談支援等の環境づくりを行います。 

健康づくり課 

実 

子育て応援基金助成事業 各種団体等が自主的・主体的に実施する子育て支援事

業（子育て支援、子育てネットワークづくり、子育て支援環

境づくり等）に対する助成金を交付します。 

こども家庭課 

実 

子育て応援情報発信事業

（再掲） 

子育て応援Ｗｅｂサイト「げんきッズ!!ネット」の運営及び子

育て応援ハンドブックの配布を行い、子育てに必要な情

報と子育て支援団体やサークルの情報を一元化して発信

します。また子育て中の市民と団体の交流と団体間の連

携を支援します。 

こども家庭課 

 

 成果指標  

 成果指標 現状値(H30) 目標値(R5) 目標値(R6)  

総 子育て応援Ｗｅｂサイトのアクセス数 28,967 件 
37,000 件 ― 

参考値(R4) 36,700 件 
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５ 仕事と家庭との両立の支援 

 

 現 状  

○子育てをすることは社会そのものを育てることにもつながることから、地域をはじめ、企業、

行政といった社会全体で積極的に子育て家庭を見守り、支援していく必要があります。 

○近年、女性就業率の上昇に伴い共働き世帯が増加傾向にあることから、仕事と子育ての両立を

支援する取組みが求められています。 

○ニーズ調査『主に子育てを行っている人』において、就学前児童保護者では「父母ともに」の

48.5％に次いで「主に母親」の割合が 46.1％と多くなっており、母親の育児負担が増加傾向に

あります。 

○ニーズ調査『南相馬市の子育て環境充実のために重要なこと』において、「仕事と子育てが両

立できるよう労働時間の改善など、企業や労働者に対する啓発」が 36.6％と、全項目の中で２

番目に回答が多くなっています。 

 

 課 題  

○勤務先において、育児休業制度や年次有給休暇の積極的な取得、労働時間の短縮やフレックス

タイム制の導入など、男女ともに仕事と子育てを両立しやすい環境づくりが必要です。 

○市内の事業所に対し、育児休業制度の普及や子どもの病気等の際に柔軟に休暇が取得できる仕

組みづくりなど、多様な働き方の推進について協力を求め、仕事と子育ての両立しやすい職場

環境づくりを促進していく必要があります。 

○男性が女性とともに家事や育児等を担うための知識や意欲を高める必要があります。 

○保育サービスや放課後児童クラブ、ファミリー・サポート・センター等、子どもの預かり等を

通して仕事と子育ての両立を支援する取組みの更なる充実が求められます。 

 

 主な事業・取組み  

 事業名 事業概要 担当課 

 事業主への仕事と子育ての

両立支援の広報・啓発 

育児・介護休業制度などの利用促進のため、パンフレット

や広報媒体を活用した制度周知を図ります。 

商工労政課 

新 

「魅力ある職場環境づくりガ

イドブック」作成事業 

子育てしやすい就労環境の整備、意識醸成等を図るた

め、国・県・市の制度及び支援策等をまとめた「魅力ある

職場環境づくりガイドブック」を作成・配布します。 

商工労政課 

実 
男女共生推進事業 男女共生に関する情報提供のため、情報誌「はーもに

ぃ」の発行や、講演会を通した啓発活動を実施します。 

生涯学習課 

 男性の家庭生活参画支援 男性の働き方を見直し、家事・育児などの家庭生活や地

域活動への参画を支援するため、男性向けの料理教室

など、家庭生活に参画するための学びの場の開催や情

報提供を進めます。 

生涯学習課 
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 事業名 事業概要 担当課 

 家庭教育講座・子育て学習

講座の開催 

子どもの基本的な生活習慣や生活能力等を身につける

ために、学習機会提供や支援を行います。 

生涯学習課 

 ◇関連する地域子ども・子育て支援事業 

   一時預かり事業、ファミリーサポート推進事業、子育て短期支援事業（ショートステイ事業） 

 ◇関連する他の個別計画 

   南相馬市男女共同参画計画 

 ◇他の個別計画掲載事業 

   男性の育児・介護休暇取得の啓発 

 

 成果指標  

 成果指標 現状値(H30) 目標値(R5) 目標値(R6) 

男

女 

ワーク・ライフ・バランスという用語

の周知度 

男性 42.1％ 

女性 34.4％ 

男性 43,0％ 

女性 36.2％ 
― 

男

女 
男性向け講座・教室の開催 

1 施設／4 回

開催 

3 施設／12 回

開催 
― 
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第３節 援助を必要とする子どもや家庭への支援 

◆施策の方向 

１ 児童虐待防止対策の充実 

２ ひとり親家庭等への自立支援 

３ 障がいや発達の遅れなどに対する支援の充実 

４ 被災児童等への支援 

５ 子どもの貧困対策 

 

１ 児童虐待防止対策の充実 

 

 現 状  

○近年、全国の児童相談所における児童虐待に関する相談対応件数は、一貫して増加傾向にあり

ます。子どもの生命が奪われるなど重大な児童虐待も顕在化・深刻化しており、子どもへの虐

待の早期発見と防止対策は、今、最も重要な課題の一つとなっています。 

○近年の核家族化や地域の連帯感の希薄化などにより、家庭における子育ての機能や養育力が低

下し、子どもと保護者に関わる問題も複雑かつ多様化してきています。 

○ＤＶ、貧困など複雑な事情を抱えた妊産婦や、育児に悩む親が増え、子どもの心身に深刻な影

響を与える児童虐待につながっていると考えられます。 

 

 課 題  

○支援が必要な家庭が孤立しないよう、妊娠・出産・子育てに関しての相談しやすい体制整備や、

身近なところで利用できる地域の子育て支援サービスの充実が求められます。 

○妊娠期から子育て期の、周囲の支えを必要としている家庭を把握し、適切な支援ができるよう

関係機関の連携強化や役割分担、情報共有など、虐待の未然防止や早期発見のための体制強化

が求められます。 

○市民一人ひとりが、虐待を防ごうとする意識を持てるような普及啓発活動に加え、虐待が発見

された場合に早急に対応できるような体制の充実を図る必要があります。 

 

 主な事業・取組み  

 事業名 事業概要 担当課 

実 

拡 

児童虐待防止対策事業 要保護児童対策地域協議会（子どもを守る地域ネットワー

ク）により関係機関と緊密に連携し、普及啓発、要保護児

童等の早期発見及び適切な対応に努めます。また、関係

機関等との連携の視点も含めた子ども家庭総合支援拠点

を整えるなど、支援体制の強化について検討します。 

こども家庭課 

 家庭児童相談事業（再掲） 家庭児童相談員を配置し、養育や家族関係、子どもの発

達等の問題を抱える児童やその保護者の相談に応じると

ともに、必要な支援を行います。 

こども家庭課 
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 ◇関連する地域子ども・子育て支援事業 

   乳幼児健康診査事業、養育支援訪問事業 

 ◇関連する他の個別計画 

   南相馬市保健計画 

 ◇他の個別計画掲載事業 

   母子保健事業（乳幼児健康診査時の個別相談） 

 

 成果指標  

成果指標 現状値(R1) 目標値(R6) 

児童虐待防止に関する研修会の開催

数 
3 回 5 回 
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２ ひとり親家庭等への自立支援 

 

 現 状  

○本市の平成 28年度から平成 30年度における児童扶養手当受給権者（離婚や配偶者の死亡等に

よりひとり親として児童を養育している者等）数は439名から 433名と横ばいで推移しており、

市の人口が減少している中、相対的にその比率が高まっています。 

○現在、県の母子相談員がひとり親家庭等の身近な相談窓口として、関係部局、民生児童委員、

母子寡婦福祉団体などと連携をとりながら、自立へ必要な情報提供、相談指導を進めています。 

○ひとり親家庭は、仕事と子育ての両立など経済的な自立の問題をはじめ様々な課題を抱える傾

向にあり、両親がいる家庭に比べ心身ともに子育ての負担が大きい傾向にあるため、総合的な

支援の充実が重要となっています。 

 

 課 題  

○ひとり親家庭等の児童の健全な育成を図るため、きめ細やかな福祉サービスを展開するととも

に、自立支援に向けた現状の把握及び総合的な対策を実施していくことが必要です。 

○ひとり親家庭が自立した生活を継続的に営めるよう、子育て支援、経済支援、就労支援など多

角的な支援の充実が求められます。 

 

 主な事業・取組み  

 事業名 事業概要 担当課 

実 

ひとり親家庭ファミリー・サ

ポート・センター利用者支

援事業 

ひとり親家庭に対し、ファミリー・サポート・センター利用料

の一部助成します。 

こども家庭課 

実 

ひとり親家庭医療費助成事

業 

ひとり親家庭の父又は母及び児童、並びに父母のいない

児童の医療費（保険診療自己負担額及び食事療養費自

己負担額）の一部を助成します。 

こども家庭課 

実 

ひとり親家庭総合支援事業 要件を満たすひとり親家庭に対し、自立支援教育訓練給

付金、高等職業訓練促進給付金、高等学校卒業程度認

定講座受講修了時及び認定試験合格時の給付金を支給

します。 

こども家庭課 

 ◇該当する地域子ども・子育て支援事業 

   ファミリー・サポート・センター事業 

 

 成果指標  

成果指標 現状値(H30) 目標値(R6) 

ひとり親家庭自立支援教育訓練給付

金支給者数 
1 人 5 人 
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３ 障がいや発達の遅れなどに対する支援の充実 

 

 現 状  

○近年、障がいを持つ人たちの社会参加や自立が強く叫ばれ、地域社会の一員として安定した生

活を営み、障がいの有無に関わらず、誰もが支え合い共生できる社会を目指す機運が高まって

います。 

○平成 29 年度に策定した「第５期南相馬市障がい者計画」、「第５期南相馬市障がい福祉計画」、

「第１期南相馬市障がい児福祉計画」に基づき、障がいのある子どもやその保護者が地域社会

で安心して生活できるよう、関係機関が連携し切れ目のない支援を行うとともに、障がいに対

する正しい理解と認識を深める啓発を行うことが重要です。 

 

 課 題  

○支援の必要な子ども一人ひとりに応じた適切な支援を受けるためには、保健、医療、福祉、教

育等の関係機関の円滑な連携と、ライフステージに応じた切れ目のない支援が求められていま

す。 

○発達に支援が必要な子どもが過ごす、地域の居場所となる保育園や幼稚園、認定こども園、学

校、児童クラブ等において、子どもたちが安心して生活できる体制を構築するために、発達特

性への更なる理解促進が求められています。 

○保護者が、子どもの持つ発達特性や対応の仕方について相談できる体制の充実やサービス等の

周知を図る必要があります。 

 

 主な事業・取組み  

 事業名 事業概要 担当課 

実 

心身障がい者扶養共済加

入補助金 

心身障がい児・者の扶養共済制度の加入者掛金の一部

に対し補助金を交付し、心身障がい児・者の扶養者の負

担軽減を図ります。 

社会福祉課 

実 

母子保健事業（ことばの相

談会、乳幼児発達相談会、

すこやか教室） 

乳幼児健診等でことばや発達面で経過観察を必要とされ

た児と保護者に、言語聴覚士、臨床心理士による個別相

談（ことばの相談会、乳幼児発達相談会）を実施します。

また、小集団の中で親子が遊びを通して、児の成長発達

を見ながら、保護者が関わり方を学び相談できる場とし

て、すこやか教室を実施します。 

健康づくり課 

実 

発達障がい等児童早期発

見・早期支援事業（発達支

援システムの構築、発達支

援研修会、ペアレントプロ

グラム、巡回相談） 

自立支援協議会発達障がい者支援部会及び情報交換

会の開催、関係者を対象とした療育研修会、子どもへの

関わり方のコツを学ぶ講座、幼稚園・保育園（所）の巡回

相談を行います。 

こども家庭課 
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 事業名 事業概要 担当課 

実 

障がい児保育事業補助金 保育環境の向上を図るため、軽度又は重度障がいのある

児童の保育を実施している認定こども園に対し、補助金

交付します。 

こども育成課 

 ◇関連する他の個別計画 

   南相馬市保健計画、南相馬市障がい者計画・南相馬市障がい福祉計画・南相馬市障がい児福祉計画 

 ◇他の個別計画掲載事業 

   幼児通級指導事業（幼児ことばの教室）、障がい者社会参加促進事業（障がい児・者スポーツ交流会）、

軽度・中等度難聴児補聴器購入費等助成事業、おひさまといっしょに運営費補助金、健康福祉まつり、

障がい児通所支援事業、日中一時支援事業、児童発達支援センター整備、児童発達支援事業所及び放

課後デイサービス事業所整備、医療的ケア児支援に係る関係機関協議の場の設置、医療的ケア児調整

コーディネーター配置 

 

 成果指標  

成果指標 現状値(R1) 目標値(R6) 

幼児ことばの教室の回数 週 3日 週 5日 
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第４章 分野別施策の展開 

４ 被災児童等への支援 

 

 現 状  

○平成 23 年３月に発生した東日本大震災と、それに伴う東京電力福島第一原子力発電所の事故

により、進学や生活・家庭環境の変化など、被災児童等を取り巻く状況は目まぐるしく変化し

てきました。 

 ○震災及び原発事故からの復興が進む一方で、震災等により家族を亡くしたり、避難のため故郷

を離れるなど、家族の喪失に伴う心の傷や環境の変化に起因したストレスなどを有する児童が

存在します。 

 ○近年の台風や集中豪雨などの異常気象の多発や激甚化に伴い、被災した子どもや子育て家庭に

対する支援等が重要となっています。 

 

 課 題  

○東日本大震災により親を亡くした子どもたちの健やかな成長を支え、安定した生活と希望する

進路選択を実現できるよう、経済的な支援が必要です。 

○関係機関と連携し、被災児童等の悩みや不安、ストレス等に対する心理的ケアを行うとともに、

巡回訪問や学習支援、交流活動等孤立防止に向けた取組みの推進が求められています。 

 

 主な事業・取組み  

 事業名 事業概要 担当課 

実 
東日本大震災遺児等支援

金支給事業 

東日本大震災により両親又はその一方を亡くした遺児及

び孤児に対し支援金を支給します。 

こども家庭課 

実 

東日本大震災遺児等支援

事業 

東日本大震災により両親又はその一方を亡くした遺児及

び孤児に対し、カウンセリング、交流旅行の実施、学校卒

業記念品の贈呈等の支援を行います。 

こども家庭課 

実 
震災遺児等進学支援助成

金交付事業 

東日本大震災により両親又はその一方を亡くした遺児及

び孤児に対し、進学を支援する助成金を交付します。 

こども家庭課 

実 
被災児童の心のケア支援

事業 

被災児童を対象とした放課後児童クラブの巡回訪問、学

習支援（宿題支援）等を行います。 

こども家庭課 

 ◇関連する他の個別計画 

   南相馬市保健計画 

 ◇他の個別計画掲載事業 

   精神保健講演会・個別相談 

  

 成果指標  

 成果指標 現状値(H30) 目標値(R6) 

総 市外避難者の帰還者数 － 818 人 
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５ 子どもの貧困対策 

 

 現 状  

○厚生労働省の国民生活基礎調査によれば、平均的な所得の半分を下回る世帯で暮らす 18 歳未

満の子どもの割合を示す「子どもの貧困率」は平成 27 年で 13.9％となっています。18歳未満

の子どもの約７人に１人が経済的に困難な状況にあり、子どもの貧困は社会全体として取り組

むべき喫緊の課題となっています。 

○超党派の議員立法により、令和元年６月 19 日に「子どもの貧困対策の推進に関する法律の一

部を改正する法律」が成立、公布され、市町村において子どもの貧困対策についての計画を策

定する努力義務が課されています。 

 

 課 題  

○家庭の経済状況等によって、子どもの成長や将来の進路などに悪影響を及ぼすことのないよう、

関係機関と連携のうえ、様々な支援を行っていくことが求められます。 

○現在、市内における子どもの貧困実態の把握がされていないことから、実態の把握に努める必

要があります。 

 

 主な事業・取組み  

○市民アンケート調査等の手法により、本市における子どもの貧困実態の把握に努めます。 

 

 成果指標  

○子どもの貧困実態を把握し、課題や取り組むべき方向性を分析した後に、適正な成果指標の設

定を行います。 
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第４章 分野別施策の展開 

第４節 次代を担う人材の育成 

◆施策の方向 

１ 心身の健全育成の推進 

２ 多様な体験・ふれあいの機会づくり 

 

１ 心身の健全育成の推進 

 

 現 状  

○本市の小中学校における体力テストの成績は、全国平均程度となっています。 

○子どもが安心して毎日を健やかに暮らせるよう守り育てるとともに、子ども自らの意志が尊重

され、保障される社会をつくっていくことが重要であることから、社会全体の意識啓発を進め、

子どもが保護の対象としてだけではなく、権利を持った主体として認められ、その権利が尊重

される社会の構築が求められています。 

○ニーズ調査『現在の南相馬市の教育の満足度・重要度』において、「子ども達の心身の健康を

育む教育」の重要度が全項目の中で第３位となっており、優先的に対応が必要な項目と考えら

れます。加えて、「青少年の健全育成」は重要度が高い一方で、評価は低くなっており、こち

らも特に優先的に対応が必要な項目と考えられます。 

 

 課 題  

○子どもの健やかな体づくりのため、楽しみながら体を動かす場や、体を使った様々な体験がで

きる機会等を設ける必要があります。 

○子どもたち自身が社会の一員であることを自覚し、社会への責任や義務、参画意識を身につけ、

主体的に社会に関わることができるような体験や経験の場を設ける必要があります。また、保

護者自身が子どもの模範となれるよう、家庭教育等に対する支援が求められています。 

 

 主な事業・取組み  

 事業名 事業概要 担当課 

実 

子どもスポーツ活動促進事

業 

市内に居住する 18 歳以下の児童及び市内の小中学校、

高校に通学する生徒を対象に、スポーツ施設利用料を免

除します。 

スポーツ 

推進課 

実 
青少年健全育成市民会議

事業 

少年の主張南相馬市大会、社会を明るくする運動統一啓

発集会、各地区推進協議会活動などを実施します。 

こども家庭課 

実 

子どもの遊び場整備事業 雨天でも室内で体を動かすことが可能な、完全屋内型の

「子どもの遊び場」施設を小高区に整備し、遊びを通した

子どもの心身の成長を促します。 

こども家庭課 

 

子どもの遊び場管理運営

事業 

全天候型の運動施設である「わんぱくキッズ広場・かしま

わんぱく広場」、屋外のちびっこ広場の管理運営を行い、

運動や遊びの場を確保します。 

こども家庭課 
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 事業名 事業概要 担当課 

 
みんなの遊び場管理運営

事業 

屋内砂場施設南相馬「みんなの遊び場」の管理運営を行

い、屋内の遊びの場を確保します。 

こども家庭課 

実 

放課後子ども教室推進事

業 

小高区４小学校児童を対象に、地域の方々の参加と協力

を得て、勉強や文化活動、地域住民との交流活動等のプ

ログラムを実施します。 

こども家庭課 

 
少年センター運営事業 少年非行の早期発見、早期指導の拠点となる少年センタ

ーにおける地域活動（街頭指導）を実施します。 

こども家庭課 

実 
公園施設改修事業 老朽化した都市公園施設の改修、遊具の更新、トイレ等

の設置を進めます。 

都市計画課 

実 

報徳精神がいきづくまちづ

くり事業 

報徳仕法に関する講座の開催や、啓発用看板等の設置

など、郷土の歴史や先人の知恵を振り返り、地域を見つ

めなおす機会を提供します。 

生涯学習課 

実 
家庭教育支援総合推進事

業 

幼児期から思春期までの子どもと保護者を対象に「家庭

教育」に関する講座等を実施します。 

生涯学習課 

 ◇関連する地域子ども・子育て支援事業 

   放課後児童健全育成事業 

 ◇関連する他の個別計画 

   南相馬市スポーツ推進計画、南相馬市保健計画、南相馬市教育振興基本計画 

 ◇他の個別計画掲載事業 

   スポーツ少年団育成補助金、スポーツ少年団選手派遣事業補助金、スポーツ少年団指導者育成、母子保

健事業（思春期保健事業）、いじめ問題対策事業、道徳教育強化推進事業 

 

 成果指標  

 成果指標 現状値(R1) 目標値(R6) 

保 

思春期保健教室における

自分自身が好きであると

思う子どもの割合 

54.8％ 

（H30） 

58.0％ 

参考値(R6) 58％ 

総 新体力テスト 
小５ 40.0％ 

中２ 47.8％ 

小５ 42.5％ 

中２ 48.2％ 

参考値(R4) 
小５ 44.0％ 

中２ 51.0％ 
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第４章 分野別施策の展開 

２ 多様な体験・ふれあいの機会づくり 

 

 現 状  

○子どもが自分で課題を見つけ自ら学ぶ力、他人を思いやる心や感動する心等の豊かな人間性、

たくましく生きるための健康な体を、社会全体で育んでいくことが重要です。 

○ニーズ調査『南相馬市の小学校に期待すること』において、「いじめのない学級、学校づくり

の推進」の回答が就学前児童保護者では第１位、小学生保護者では第２位となっています。 

 

 課 題  

○自然体験や多様な体験学習、国際交流、子どもの多様なニーズに応える地域のスポーツ環境の

整備や、指導者の育成等の支援を行っていくことが求められます。 

○多くの保護者が、子どもがいじめのない生活を送ることを希望していることから、他者への配

慮や思いやりの心を育む、豊かな体験や学習の場が求められています。 

 

 主な事業・取組み  

 事業名 事業概要 担当課 

 
再生可能エネルギー普及

啓発事業 

市内太陽光発電所及び植物工場において、市内全小学

生を対象とした再生エネルギー授業を実施します。 

生活環境課 

実 

みらい夢こども交流事業 野馬追の里健康マラソン大会実行委員会に対し補助金を

交付し、本市の子どもたちと招待自治体の子どもたちが本

市出身のマラソン選手等によるワークショップや法螺貝体

験などの交流を深める企画の実施を支援します。 

スポーツ 

推進課 

 
野菜狩り体験ツアー 親子で参加できる野菜狩り等の農業体験ツアーを実施し

ます。 

農政課 

実 

姉妹都市相互派遣交流事

業補助金 

米国オレゴン州ペンドルトン市との高校生相互派遣交流

事業に対する補助金を交付し、高校生の異文化交流を促

進します。 

観光交流課 

実 
子ども自然体験学習事業 地域の自然の大切さや古くからの文化芸術を学ぶ体験講

座実施します。 

生涯学習課 

実 

こども交流支援事業補助金 本市の子どもと県内外の子どもの交流事業の窓口となる

ＮＰＯ法人「こどものつばさ」に対し補助金を交付し、子ど

も同士の交流を支援します。 

生涯学習課 

実 

ふるさと民俗芸能伝承事業 市内小中学校で実施する伝統芸能（踊り）講習指導者に

対する謝礼金を支出し、子どもたちが伝統芸能を習得す

る機会を確保します。 

生涯学習課 

実 

博物館体験学習・講座開

催事業 

博物館において自然・歴史・民俗・考古・相馬野馬追等の

各分野に関する体験学習やイベントを開催し、地域の歴

史や文化にふれあう機会を提供します。 

文化財課 
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 事業名 事業概要 担当課 

 
文化財出前講座事業 市の歴史や文化を学ぶ出前講座を実施し、地域の歴史

や文化に親しむ機会を提供します。 

文化財課 

 

ミュージアムキッズフェア 幼児から小学校低学年を対象に、全国博物館のワークシ

ョップで構成される「ミュージアムキッズフェア」を開催し、

様々な文化に触れ、体験する機会を提供します。 

文化財課 

 ◇関連する他の個別計画 

   南相馬市スポーツ推進計画、南相馬市教育振興基本計画、南相馬市子ども読書活動推進計画 

 ◇他の個別計画掲載事業 

中学生海外研修事業（異文化交流・体験事業）、キャリア教育支援事業、体験活動等支援事業、中学生

職場体験等支援事業、生涯学習講座事業、文化芸術祭・総合美術展覧会の開催、図書館ブックスター

ト事業、移動図書館管理運営事業、 

 

 成果指標  

 成果指標 現状値 目標値（R6） 

教 
南相馬市の「自慢できるところ」や

「好きなところ」がある割合 

小５ 58.5％ 

中２ 51.4％ 

小５ 68.0％ 

中２ 58.0％ 

総 生涯学習関連事業の延べ参加人数 
13,139 人 

（H29） 

12,100 人 

参考値(R4) 14,100 人 
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第４章 分野別施策の展開 

成果指標一覧 

 

 

第1節　安心して子どもを産み育てることができる環境の整備

関連

計画
成果指標

総 南相馬市の出生数 H30 319人 R4 362人 R6 300人

小児入院受け入れ病院数 H31 0施設 R4 1施設 R6 １施設

市内救急医療機関数 H31 4病院 R4 4病院 R6 ４病院

交通事故発生件数

（人身事故件数）
H31 93件 R4 80件 R6 68件

犯罪発生件数

（刑法犯認知件数）
H31 277件 R4 162件 R6 261件

第2節　子育て家庭の負担軽減及び支援の充実

関連

計画
成果指標

総 待機児童数 H31 29人 R4 0人 R6 0人

保
「子どものいる毎日の生活

が楽しい」の割合
H31 35.9% R4 40.0% R6 41.0%

教

一般市民の子育て支援

（経済的支援等）の満足

度

R1 18.6% ― ― R5 22.6%

総
子育て応援Webサイトのア

クセス数
H30 28,967件 R4 36,700件 R5 37,000件

ワーク・ライフ・バランスとい

う用語の周知度
H30

男性　42.1％

女性　34.4％
― ― R5

男性　43.9％

女性　36.2％

男性向け講座・教室の開催 H30
1施設/

4回開催
― ― R5

3施設/

12回開催

第3節　援助を必要とする子どもや家庭への支援

関連

計画
成果指標

―
児童虐待防止に関する研

修会の開催数
R1 2回 ― ― R6 5回

―
ひとり親家庭自立支援教育

訓練給付金支給者数
H30 1人 ― ― R6 5人

― 幼児ことばの教室の回数 R1 週3日 ― ― R6 週5回

総 市外避難者の帰還者数 ― ― ― ― R6 818人

５．子どもの貧困対策 ―

※第二期子ども・子育て支

援事業計画【追加版】（子

どもの貧困対策に関する施

策の追加）にて掲載

― ― ― ― R6 ―

第4節　次代を担う人材の育成

関連

計画
成果指標

保

思春期保健教室における自

分自身が好きであると思う

子どもの割合

H30 54.80% R6 58.0% R6 58.0%

総 新体力テスト R1
小5　40.0％

中2　47.8％
R4

小5　44.0％

中2　51.0％
R6

小5　42.5％

中2　48.2％

教

南相馬市の「自慢できると

ころ」や「好きなところ」があ

る割合

R1
小5　58.5％

中2　51.4％
― ― R6

小5　68.0％

中2　58.0％

総
生涯学習関連事業の延べ

参加人数
H29 13,139人 R4 14,100人 R6 12,100人

１．心身の健全育成の推進

２．多様な体験・ふれあいの機会づくり

３．障がいや発達の遅れなどに対する支援の

充実

４．被災児童等への支援

施策の方向 現状値 参考値 目標値

施策の方向 現状値 参考値 目標値

１．児童虐待防止対策の充実

２．ひとり親家庭等への自立支援

１．保育サービス・幼児教育の充実

２．相談・支援体制の充実

３．子育て家庭への経済的支援

４．子育て支援のネットワークづくり

５．仕事と家庭との両立の支援 男女

３．安心・安全な生活環境の推進 総

施策の方向 現状値 参考値 目標値

施策の方向 現状値 参考値 目標値

1．健やかに産み育てることができる環境づく

り

２．医療を取り巻く環境の整備 総
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子ども・子育て支援サービスの見込量 

（計画期間：令和２年度～令和６年度） 
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第５章 子ども・子育て支援サービスの見込量 

第５章 子ども・子育て支援サービスの見込量 

 

第１節 教育・保育の量の見込みと提供内容 

市町村子ども・子育て支援事業計画では、地理的条件、人口、交通事情その他の社会的条件、

教育・保育を提供するための施設の整備の状況、その他の条件を総合的に勘案して、需要の指標

となる量の見込みやその確保策を「教育・保育提供区域」ごとに設定することが、「子ども・子

育て支援法」に定められています。 

 本市では、市内全域で柔軟な需給体制を確保するため、教育・保育提供区域を全市一地区と設

定します。 

 なお、今後、市内幼稚園・保育園等の在り方に関する検討を踏まえ、量の見込みや確保策、区

域の見直しも検討します。 

 

第２節 子どもの人口の見通し 

南相馬市復興総合計画後期基本計画では、平成30年４月30日現在の市内居住人口をベースに、

生存率や転出・転入、市民の帰還等を見込み、令和元年以降の人口（居住人口）を推計していま

す。 

本計画では、量の見込みが必要な０歳から 11 歳までの人口について、南相馬市復興総合計画

後期基本計画における推計人口を令和元年６月末の居住人口により按分する形で、以下のとおり

設定しました。 

 

認定区分 
令和 2 

年度 

令和 3 

年度 

令和 4 

年度 

令和 5 

年度 

令和 6 

年度 

０歳 291 287 282 277 273 

１歳 329 323 318 312 307 

２歳 341 335 330 324 319 

０～２歳合計 961 945 930 913 899 

３歳 370 364 357 352 345 
４歳 333 328 322 317 311 

５歳 362 364 366 367 369 

３～５歳合計 1,065 1,056 1,045 1,036 1,025 

６歳 282 283 284 285 288 
７歳 325 326 327 329 330 

８歳 311 312 314 316 317 

６～８歳合計 918 921 925 930 935 

９歳 349 351 353 354 355 
10 歳 336 329 321 314 306 

11 歳 348 340 333 325 318 

９～11 歳合計 1,033 1,020 1,007 993 979 

０～11 歳合計 3,977 3,942 3,907 3,872 3,838 
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第３節 需要量の算出方法 

計画期間における子ども・子育て支援サービスの需要量は、国が示す標準的な算出方法に準拠

し、家族類型別の子どもの数に、ニーズ調査結果から得た意向率を乗じて算出しました。なお、

需要量が過小、過大等であるなど現実的でない数字の場合は、その原因を分析し、補正等を行い

ました。 

 

１ 算出項目 

（１）教育・保育の利用の認定と施設 
 

教育・保育の利用の認定 認定内容 利用施設 対象年齢※1 

１号 教育標準時間認定 
満３歳以上で、 
保育の必要性なし、 
幼稚園等での教育を希望 

（教育・保育施設） 
・幼稚園 
・認定こども園 

３～５歳 

２号 
満３歳以上・ 

保育認定 

満３歳以上で、 
保護者の就労・疾病等により、
保育が必要 

（教育・保育施設） 
・保育園（所） 
・認定こども園 

３～５歳 

３号 
満３歳未満・ 

保育認定 

満３歳未満で、 
保護者の就労・疾病等により、
保育が必要 

（教育・保育施設） 
・保育園（所） 
・認定こども園 

（地域型保育事業※2) 

０～２歳 

※1 対象年齢欄に記載している年齢は、年度開始時点のもの 
※2 地域型保育事業 
 ①家庭的保育   ：家庭的な雰囲気のもとで、少人数（定員５人以下）を保育 
②小規模保育   ：少人数（定員６～19 人）を保育 

 ③事業所内保育  ：事業所の保育施設などで、従業員の子どもと地域の子どもを一緒に保育 
 ④居宅訪問型保育 ：保護者の自宅で、１対１で保育 

 

（２）地域子ども・子育て支援事業 
 

No. 対 象 事 業 対象年齢※ 

１ 利用者支援事業 ０～11 歳 

２ 地域子育て支援拠点事業（子育て支援センター事業） ０～２歳 

３ 妊産婦健康診査 妊産婦 

４ 乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業） 生後４か月 

５ 養育支援訪問事業 ０～18 歳 

６ 子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業 （市町村） 

７ 子育て短期支援事業 ２～18 歳 

８ 子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業） ０～11 歳 

９ 一時預かり事業 ０～５歳 

10 延長保育事業 ０～５歳 

11 病児・病後児保育事業 ０～11歳 

12 放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ） １～６年生 

13 実費徴収に係る補足給付を行う事業 ０～５歳 

14 多様な事業者の参入促進・能力活用事業 （事業者） 
  ※対象年齢欄に記載している年齢は、年度開始時点のもの（No.５、７を除く） 
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第５章 子ども・子育て支援サービスの見込量 

２ 算出方法 

（１）家庭類型の分類 

ニーズ調査結果を活用し、対象となる子どもの父母の有無、就労状況から「家庭類型」を求め

ます。家庭類型の種類は、タイプＡからタイプＦまでの８種類になっており、現在の家庭類型と

母親の就労希望を反映させた潜在的な家庭類型の種類ごとの分布を算出します。 

 

「家庭類型」 

タイプ 
父母の有無と就労状況 

タイプＡ ひとり親家庭 

タイプＢ フルタイム×フルタイム 

タイプＣ 
フルタイム×パートタイム（就労時間：月 120 時間以上＋下限時間

～120 時間の一部） 

タイプＣ’ 
フルタイム×パートタイム（就労時間：下限時間未満＋下限時間～

120 時間の一部） 

タイプＤ 専業主婦（夫） 

タイプＥ 
パートタイム×パートタイム（就労時間：双方が月 120 時間以上＋

下限時間～120 時間の一部） 

タイプＥ’ 
パートタイム×パートタイム（就労時間：いずれかが月下限時間未

満＋下限時間～120 時間の一部） 

タイプＦ 無業×無業 
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（２）利用意向について 

ニーズ調査から、家庭類型とそれぞれの事業の利用意向について算定する際の標準算式（国の

手引きに基づく）は以下のとおりです。 

事業区分（対象年） 
家庭類型 

潜在タイプ 
利用意向（アンケート項目による） 

教

育

・ 

保

育 

１

号

認

定 

教育標準 

時間認定 

(３～５歳) 

幼 稚 園 等

で の 教 育

を希望 

Ｃ’・Ｄ・ 

Ｅ’・Ｆ 

現在、利用している・いないに関わらず、利用したい場所

の質問に対して「幼稚園」と答えた割合を算出。 

２

号

認

定 

満３歳以上 

・保育認定 

(３～５歳) 

幼 稚 園 等

教育希望 

Ａ・Ｂ・Ｃ・

Ｅ 

現在、幼稚園・保育所（園）等を利用しているかという質

問に「幼稚園」を選択した者の割合を算出。 

保 育 が 必

要 

Ａ・Ｂ・Ｃ・

Ｅ 

現在、利用している・いないに関わらず、利用したい場所

の質問に対して「幼稚園や保育園等」を選択した者の割合

から「２号認定（幼児期の学校教育の利用希望が強いと想

定されるもの）」の割合を控除した割合を算出。 

３

号

認

定 

満３歳未満 

・保育認定 

(０～２歳) 

０ 歳 で 保

育が必要 

Ａ・Ｂ・Ｃ・

Ｅ 

現在、利用している・いないに関わらず、利用したい場所

の質問に対して「保育所」を選択した者の割合を算出。 

1,2 歳で保

育が必要 

Ａ・Ｂ・Ｃ・

Ｅ 

現在、利用している・いないに関わらず、利用したい場所

の質問に対して「保育所」を選択した者の割合を算出。 

地

域

子

ど

も

・ 

子

育

て

支

援

事

業 

地域子育て支援拠点事業 

（０～２歳） 

全ての 

家庭類型 

地域子育て支援拠点事業などを利用している方と利用希望

の人数で算定。 

子育て短期支援事業 

（０～５歳） 

全ての 

家庭類型 

１年間に保護者の用事により、子どもを泊りがけで家族以

外にみてもらわなければならないことがあった人数で算

定。 

ファミリー・サポート・センター

事業（０～12 歳） 

全ての 

家庭類型 

小学校の間、放課後に過ごさせたい場所で「ファミリー・

サポート・センター」を選択した者の割合を算出。 

一時預か

り事業 

（幼稚園の在園

児３歳～５歳） 

Ｃ’・Ｄ・ 

Ｅ’・Ｆ 

幼稚園の利用と一時預かりを選択した者の割合を算出。 

Ａ・Ｂ・Ｃ・

Ｅ 

２号認定（３歳以上で共働きであるが幼稚園の利用希望強

い）の者が 100％利用するものと想定。 

（０～２歳） 
全ての 

家庭類型 

保育所などで一時的に子どもを保育する事業を希望する者

の割合を算出。 

延長保育事業 

（０～５歳） 

Ａ・Ｂ・Ｃ・

Ｅ 

利用しているいないに関わらず、保育所等を選択し、利用

希望時間を 18 時以降と答えた者の割合。 

病児・病後児保育事業 

（０～５歳） 

Ａ・Ｂ・Ｃ・

Ｅ 

この１年間、子どもが病気等で通常の教育・保育ができな

かったことがあり、父母が休んだ者のうち病児・病後児保

育の利用希望ありと回答した者の割合を算出。 

放課後児童健全育成事業 

（６～11 歳） 

Ａ・Ｂ・Ｃ・

Ｅ 

小学校の間は、放課後、放課後児童クラブを利用したいと

選択した割合を算出。 

※上記以外の事業については、ニーズ調査とは別に量の見込みを算出  
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第５章 子ども・子育て支援サービスの見込量 

（３）量の見込みの算出 

 

ⅰ．家庭類型別児童数の算出 

「推計児童数」×「潜在家庭類型（割合）」＝「家庭類型別児童数」 

 

ⅱ．量の見込みの算出 

「家庭類型別児童数」×「利用意向率」＝「量の見込み（人）」 

 

３ 需要量の算出イメージ 

・家庭類型別児童数の算出 

家庭類型 推計児童数（人）  潜在家庭類型（割合）  家庭類型別児童数 

タイプＡ 

※ 南相馬市復興総合計

画後期基本計画に基づ

き設定した年度ごと年

齢ごとの推計児童数 

×  ＝  

タイプＢ ×  ＝  

タイプＣ ×  ＝  

タイプＣ’ ×  ＝  

タイプＤ ×  ＝  

タイプＥ ×  ＝  

タイプＥ’ ×  ＝  

タイプＦ ×  ＝  

     

 ・需要量の算出 

家庭類型 家庭類型別児童数  利用意向率  需要量 合計 

タイプＡ  ×  ＝   
タイプＢ  ×  ＝  

タイプＣ  ×  ＝  

タイプＣ’  ×  ＝  

タイプＤ  ×  ＝  

タイプＥ  ×  ＝  

タイプＥ’  ×  ＝  

タイプＦ  ×  ＝  

※年度ごと、年齢区分ごとに算出。年齢区分は事業による 
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第４節 教育・保育の量の見込みと提供内容 

１ 需要量の見込み 

市内に居住する子どもの教育・保育の需要見込量は、以下のとおりです。 

〔需要見込量〕                            （人／月） 

認定区分 ※ 
令和 2 

年度 

令和 3 

年度 

令和 4 

年度 

令和 5 

年度 

令和 6 

年度 

①１号認定子ども（3～5歳、保育の必要性なし） 382 378 374 371 367 

②２号認定子ども（3～5歳、幼稚園の利用希望者） 274 272 269 267 264 

幼稚園等の計 656 650 643 638 631 

③２号認定子ども（3～5歳、保育園等利用希望者） 461 457 452 448 444 

④３号認定子ども（0歳） 119 118 116 113 112 

⑤３号認定子ども（1、2歳） 304 298 294 288 284 

保育園等の計 884 873 862 849 840 

※ 本節で示す認定区分は、量の見込み算出のためのニーズ調査上の区分に従ったものであり、実際の教育・

保育の利用の認定区分とは異なる場合がある 

 

２ 提供体制の確保の内容とその実施時期 

市内に居住する子どもの教育・保育の提供の内容は、以下のとおりです。 

〔提供見込量（認可外保育施設を除く）〕                 （人／月） 

認定区分 
令和 2 

年度 

令和 3 

年度 

令和 4 

年度 

令和 5 

年度 

令和 6 

年度 

①１号認定子ども（3～5歳、保育の必要性なし） 384 384 384 384 384 

②２号認定子ども（3～5歳、幼稚園の利用希望者） 

 

274 274 274 274 274 

幼稚園等の計 658 658 658 658 658 

③２号認定子ども（3～5歳、保育園等利用希望者） 469 469 469 449 449 

④３号認定子ども（0歳） 99 105 108 114 114 

⑤３号認定子ども（1、2歳） 312 300 294 288 288 

保育園等の計 880 874 871 851 851 

 〔提供箇所数（認可外保育施設を除く）〕 

園の区分 
公立・ 
私立の 
区分 

箇所数 
1 号認定 
(3～5 歳) 

2 号認定 
(3～5 歳) 
幼稚園希望 

2 号認定 
(3～5 歳) 
保育園希望 

3 号認定 
(0 歳) 

3 号認定 
(1～2 歳) 

認定こども園 公立 1 ○ ○ ○ ○ ○ 

私立 1 ○ ○ ○ ○ ○ 

保育園 公立 4   ○ △ ○ 

私立 4   △ ○ ○ 

小規模保育事業 私立 4    △ ○ 

幼稚園 公立 4 ○ ○    

私立 3 ○ ○    

※ △は、一部の園において、年齢により預かり制限があることを表す 
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第５節 地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと提供内容 

 

１ 利用者支援事業 

子どもやその保護者又は妊産婦に対し、母子健康包括支援センター（原町保健センター内）に

おいて、教育・保育・保健その他の子育て支援の情報提供及び必要に応じ相談・助言等を行うと

ともに、関係機関との連絡調整などを実施する事業です。 

 

 

２ 地域子育て支援拠点事業（子育て支援センター事業） 

常設の地域子育て支援拠点（子育て支援センター）において、乳幼児及びその保護者同士の交

流や育児相談、情報提供、助言等を行う事業です。 

現在、原町子育て支援センター（原町あずま保育園内）及びかしま子育て支援センター（かし

ま保育園内）においてサービス提供を行っています。 

令和２年度以降においても、実際の利用状況やニーズ量に応じたサービスの提供に努めます。 

                         （人回／月） 

 
令和 2 

年度 

令和 3 

年度 

令和 4 

年度 

令和 5 

年度 

令和 6 

年度 

①需要見込量 1,237 

 

1,216 

 

1,197 

 

1,175 

 

1,157 

 ②提供見込量 

 

1,500 1,500 1,500 1,500 1,500 

②－① 263 284 303 325 

 

343 

提供可能見込量 
25 日/月×30 人

/日×2箇所 

25 日/月×20 人

/日×3箇所 
同左 同左 同左 

実施箇所数 2 3 3 3 3 

 

 

３ 妊産婦健康診査 

妊産婦の健診費用について回数制限なしで助成を行い、妊娠中の異常の早期発見、治療、適切

な指導を推進し、心身ともに安定した状態で出産できるよう支援します。また、医療機関と連携

し、ハイリスク妊産婦の支援を行います。 
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４ 乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業） 

生後４か月までの乳児がいる全家庭を保健師等が訪問し、育児に関する不安や悩みの傾聴、相

談、子育て支援に関する情報提供を行うとともに、乳児及びその保護者の心身の様子や養育環境

の把握を行い、支援が必要な家庭に対する提供サービスの検討や関係機関との連絡調整を行いま

す。 

                          （人／年） 

 
令和 2 

年度 

令和 3 

年度 

令和 4 

年度 

令和 5 

年度 

令和 6 

年度 

①需要見込量（新生児数） 291 

 

287 

 

282 

 

277 

 

273 

 ②提供見込量（訪問件数） 

 

291 

 

287 

 

282 

 

277 

 

273 

 ②－① 0 0 0 0 0 

実施主体 市 市 市 市 市 

 

 

５ 養育支援訪問事業 

乳児家庭全戸訪問事業などにより、特に養育支援が必要と判断された家庭を保健師等が訪問し、

保護者の育児不安の解消や養育能力を向上、虐待のおそれやリスクを抱える家庭の養育環境の維

持・改善等のための相談・支援や育児・家事援助等を行う事業です。 

引き続き、養育支援が必要な家庭の早期発見、訪問・支援を実施していきます。 

 

 

６ 子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業 

子どもを守る地域ネットワーク（要保護児童対策地域協議会）の機能強化を図るため、職員の

専門性向上のための研修受講や関係機関の専門性を高めるための講習会の開催、ケース記録や台

帳の電子化等、環境整備等を推進していきます。 
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第５章 子ども・子育て支援サービスの見込量 

７ 子育て短期支援事業 

保護者が一時的に児童を養育することが困難となった場合や経済的な理由により、緊急一時的

に、児童養護施設等において母子の保護を行う事業です。事業には短期入所生活援助（ショート

ステイ）事業と夜間養護等（トワイライトステイ）事業の２つの種類があります。 

ショートステイは、保護者が、疾病・疲労・出産・看護などの身体上・精神上・環境上の理由

や、冠婚葬祭・出張・公的行事参加など社会的な理由又は経済的理由により子どもの養育が困難

となった場合等に、施設において原則として７日以内の養育・保護を行う事業です。 

トワイライトステイは、平日の夜間又は休日に不在となり、児童の養育が困難となった場合等

の緊急の場合に、施設において児童を預かる事業です。 

本市では、ショートステイ事業を福祉型障害児入所施設への委託により実施しており、今後も

ニーズに応じた提供体制の確保に努めます。 

                         （人日／年） 

 
令和 2 

年度 

令和 3 

年度 

令和 4 

年度 

令和 5 

年度 

令和 6 

年度 

①需要見込量 10 

 

10 10 10 10 

②提供見込量 

 

10 

 

10 10 10 10 

②－① 0 0 0 0 0 

参考（1月あたり利用人数） 
10 人／年÷12か月

≒0.9 人／月 
同左 同左 同左 同左 

実施箇所数 1 1 1 1 1 

 

 

８ 子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業） 

子どもの預かり等の援助を受けることを希望する人と、援助を行うことを希望する人との相互

援助による預かりや送迎といった活動について連絡・調整を行う事業です。現在、本市では、南

相馬市社会福祉協議会に委託して実施しており、引き続き、ニーズに応じたサービスの提供を実

施していきます。 

また、受け皿となる「まかせて会員」の登録者数の増加に努めるとともに、利用時の自己負担

金の軽減措置を実施し、保護者が利用しやすいサービスの提供に努めます。 

                         （人日／年） 

 
令和 2 

年度 

令和 3 

年度 

令和 4 

年度 

令和 5 

年度 

令和 6 

年度 

①需要見込量 300 300 300 

 

300 

 

300 

 ②提供見込量 

 

300 300 300 

 

300 

 

300 

 ②－① 0 0 0 0 0 

提供可能見込量 

人数） 

25 人/月×12 か月 同左 同左 同左 同左 

実施主体 市 市 市 市 市 
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９ 一時預かり事業 

市では、保育園（所）や子育て支援センターにおいて、在園していない乳幼児を一時的に預か

る「一般型」の一時預かりと、幼稚園や認定こども園において、教育時間終了後や夏・冬・春休

みなどの長期休業期間中の在園児の預かりを行う「幼稚園型」の一時預かり事業を実施していま

す。 

今後も、保育園（所）、幼稚園、認定こども園等で受け入れに努めるとともに、民間サービス

を活用した一時預かり及び関連する補助制度の構築など、ニーズに対応した預かり体制の確保を

推進します。 

 

〔一般型（保育園（所）、子育て支援センター、民間サービス）〕       （人日／年） 

 
令和 2 

年度 

令和 3 

年度 

令和 4 

年度 

令和 5 

年度 

令和 6 

年度 

①需要見込量 2,593 2,551 2,511 2,466 2,429 

②提供見込量 

 

3,120 3,744 3,744 3,744 3,744 

②－① 527 1,193 1,233 1,278 1,315 

提供可能見込量 

（上段は保育園・子育て支援

センター、下段は民間サービ

ス分） 

4 人/日×6日/週

×52週×2園 

2 人/日×6日/週

×52週 

3 人/日×6日/週

×52週×3園 

3 人/日×6日/週

×52週 

同左 同左 同左 

実施箇所数 2 3 3 3 3 

※実施施設：公立 2（3）。民間サービス分についてはサービス形態が未定のため箇所数に含めていない 

 

〔幼稚園型（幼稚園、認定こども園）〕                  （人日／年） 

 
令和 2 

年度 

令和 3 

年度 

令和 4 

年度 

令和 5 

年度 

令和 6 

年度 

①需要見込量 32,502 32,227 31,891 31,616 31,281 

 １号認定子ども 2,480 2,459 2,433 2,412 2,387 

 ２号認定子ども 30,022 29,768 29,458 29,204 28,894 

②提供見込量 

 

51,600 51,600 51,600 51,600 51,600 

 １号認定子ども 3,600 3,600 3,600 3,600 3,600 

 ２号認定子ども 48,000 48,000 48,000 48,000 48,000 

②－① 19,098 19,373 19,709 19,984 20,319 

 １号認定子ども 1,120 1,141 1,167 1,188 1,213 

 ２号認定子ども 17,978 18,232 18,542 18,796 19,106 

提供可能見込量 
（上段は１号認定、下段は２
号認定分） 

60 人/日×5日×

12 月 

200 人/日×20日

×12月 

同左 同左 同左 同左 

実施箇所数 9 9 9 9 9 

※実施施設：公立 5、私立 4  
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第５章 子ども・子育て支援サービスの見込量 

10 延長保育事業 

保育園（所）において、午前７時から午後６時までの通常保育を超え、午後７時まで延長して

保育を行う事業です。 

今後も、保護者の就労形態などに配慮したサービスの提供体制を確保していきます。 

（人） 

 
令和 2 

年度 

令和 3 

年度 

令和 4 

年度 

令和 5 

年度 

令和 6 

年度 

①需要見込量 68 

 

68 

 

67 

 

66 65 

②提供見込量 

 

70 70 70 70 70 

②－① 2 2 3 4 5 

提供可能見込量 7 施設×10人 同左 同左 同左 同左 

実施箇所数 7 7 7 7 7 

 ※ 実施施設：公立 4、私立 3 

 

 

11 病児・病後児保育事業 

病気に伴う発熱など（当面の症状の急変が認めらないもの）により登園できない子どもや、病

気の回復途中で集団保育が困難な子ども等を、病院・保育園（所）等に付設された専用スペース

等において、看護師と保育士が一時的に保育する事業です。 

現在、本市では病児保育事業は実施していませんが、看護師等のスタッフや場所を含め、実施

に向けた検討を進め、事業の実現を目指します。 

 また、ファミリー・サポート・センター事業の保育提供会員等を対象に、病児・病後児保育を

行うことができる人材の育成を行い、病児・病後児の預かりの援助を受けたい保護者と、援助を

提供できる方の、会員相互の援助活動である緊急サポート事業による、病児・病後児保育の実現

を目指します。 

（人日／年） 

 
令和 2 

年度 

令和 3 

年度 

令和 4 

年度 

令和 5 

年度 

令和 6 

年度 

①需要見込量 4,102 4,051 3,999 3,946 3,895 

②提供見込量 0 300 300 300 300 

②－① -4.102 -3,751 -3,699 -3,646 -3,595 

提供可能見込量 0 1 人/日×300 日/年 同左 同左 同左 

実施箇所数 0 1 1 1 1 
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12 放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ） 

保護者が仕事等により昼間家庭にいない小学校児童に対して、学校の余裕教室、児童センター

などにおいて、放課後や週末、夏・冬・春休みなどの長期休業期間中に、適切な遊びや生活の場

を与えて、その健全育成を図る事業です。 

令和２年度以降、実際の申し込み状況により、必要な児童クラブの定員の増員・増設を行いな

がら、サービス提供に努めます。 

（人） 

 
令和 2 

年度 

令和 3 

年度 

令和 4 

年度 

令和 5 

年度 

令和 6 

年度 

①需要見込量 759 

 

756 

 

754 

 

753 

 

751 

 ②提供見込量 

 

760 760 760 760 760 

②－① 1 4 6 7 9 

提供可能見込量（登録可能人

数） 

既存 720 人（19クラブ）＋

新規 40 人（1クラブ） 
同左 同左 同左 同左 

実施箇所数（クラブ数） 20 20 20 20 20 

 

 

13 実費徴収に係る補足給付を行う事業 

幼稚園や保育園等に対して保護者が支払うべき日用品、文房具その他教育・保育に必要な物品

の購入費用や行事参加費用について、保護者の世帯所得の状況などを勘案し、必要に応じた助成

を行う事業です。 

  現在、本市においては事業を実施していませんが、子どもの貧困の実態把握を進めるとともに、

当該事業の実施について検討します。 

 

 

14 多様な事業者の参入促進・能力活用事業 

幼稚園・保育園等の教育・保育施設や、地域子ども・子育て支援事業に新規参入する事業者の

支援を行うほか、特別な支援が必要な子どもを受け入れる認定こども園の設置者に対して、必要

な費用の一部を補助する事業です。 

  現在まで、本市においては事業を実施していませんが、当該事業の必要性に応じ、実施につい

て検討します。 
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第６節 子ども・子育て支援給付（※）に係る教育・保育の一体的提供及び

当該教育・保育の推進体制の確保の内容 

 

１ 認定こども園の普及について 

認定こども園は、教育・保育を一体的に行う施設で、幼稚園と保育園（所）の両方の良さを併

せ持つ施設です。 

保護者が働いている、いないに関わらず利用でき、保護者の就労状況が変化した場合でも、通

い慣れた園（所）を継続して利用できるなど、子どもにとっても保護者にとってもメリットがあ

ると考えられることから、今後、市の幼稚園、保育園（所）について設置、再編、統廃合等を行

う際は、認定こども園への移行を前提に検討していきます。 

また、市内の民間の幼稚園、保育園（所）に対しては、認定こども園についての情報の提供を

行うとともに、認定こども園への移行に伴う幼稚園教諭と保育士の合同研修に対する支援策を検

討・実施するなど、幼稚園及び保育園（所）から認定こども園への移行を支援していきます。 

 

 

２ 質の高い教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の推進について 

乳幼児期の発達が連続性を有するものであること、また、乳幼児期が生涯にわたる人格形成の

基礎が培われる重要な時期であることに鑑み、子どもの健やかな発達を保証するために、質の高

い教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の安定的な提供を図ります。 

そのために、認定こども園の普及促進、県や保育士等養成機関等と連携した人材の確保・育成、

国際化の進展に伴い増加が見込まれる、海外から帰国した幼児や外国人幼児などの外国につなが

る幼児が円滑な教育・保育の利用ができるよう適切な支援を行うための体制整備、教育・保育に

関する専門性を有する指導主事・幼児教育アドバイザーの配置・確保等の検討などに努めるとと

もに、保育・教育サービス等の評価にも取り組みます。 

 

 

３ 教育・保育施設及び地域型保育事業を行う者の相互の連携並びに認定こども

園、幼稚園及び保育園（所）と小学校等との連携の推進について 

妊娠・出産期から切れ目のない支援を行うとともに、質の高い教育・保育の提供並びに地域の

子育て支援機能の維持・確保等を図るため、幼稚園、保育園（所）、認定こども園、地域子ども・

子育て支援事業、その他の子ども・子育て支援を行う者同士の相互の密接な連携が必要です。 

そのためには、それぞれの職員同士の意見（情報）交換や研修の場が必要であり、市としても

相互交流が図れるよう支援を行います。 

また、保育園（所）や幼稚園から小学校へ円滑に移行できるように、保育園（所）・幼稚園と

小学校との連携会議を実施し、連携強化を図っていきます。 

   

※「児童手当」と、教育・保育給付の「施設型給付（認定こども園、幼稚園、保育所）」および「地域型

保育給付（小規模保育事業、家庭的保育事業、居宅訪問型保育事業、事業所内保育事業）」
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第７節 子育てのための施設等利用給付の円滑な実施の確保 

 

子ども・子育て支援法では、保護者からの申請を受けた市町村が客観的基準に基づき、保育の

必要性を認定したうえで、給付を支給する仕組みとなっており、これまでは「子どものための教

育・保育給付」と「地域子ども・子育て支援事業」の２つから構成されていましたが、令和元年

10 月より施行された幼児・教育の無償化の実施にあたり「子育てのための施設等利用給付」が新

設されました。 

「子育てのための施設等利用給付」の実施にあたっては、公正かつ適正な支給、保護者の経済

的負担の軽減や利便性等を勘案しながら、円滑な実施に向けた給付方法の検討を行っていくこと

とします。 
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第６章 計画の推進 

第６章 計画の推進 

 

第１節 計画の推進にあたっての役割分担と連携 

本計画の推進にあたっては、保健・福祉・医療・教育等で一層の連携を図り、それぞれの領域

での個別対応だけでなく、市民にとって適切なサービスを円滑に提供できるよう情報を共有する

必要があります。 

このため、地域の情報を的確にとらえ、市民と地域社会を取り巻く状況について、共通の理解

を持ちながら施策を推進することが求められており、関係機関や地域との連携を強化し、協働の

立場で計画を推進していきます。 

関係主体それぞれの役割分担は、下記に示すとおりとします。 

関係主体 役割 

南相馬市 

１．子どもの健やかな成長のために適切な環境が等しく確保されるよう、子

ども及びその保護者に必要な子ども・子育て支援給付及び地域子育て支

援事業を総合的かつ計画的に行います。 

２．子ども及びその保護者が、確実に子ども・子育て支援給付を受け、及び

地域子ども・子育て支援事業その他の子ども子育て支援を円滑に利用す

るために必要な援助を行うとともに、関係機関との連絡調整その他の便

宜の提供を行います。 

３．子ども及びその保護者が置かれている環境に応じて、子どもの保護者の

選択に基づき、多様な施設又は事業者から、良質かつ適切な教育及び保

育その他の子ども・子育て支援が総合的かつ効率的に提供されるよう、

その提供体制を確保します。 

福島県 

法に基づく事業が適正かつ円滑に行われるよう、市町村に対し、必要な助

言及び適切な援助を行います。 

特に専門性の高い施策及び市町村の区域を超えた広域的な対応が必要な施

策を講じます。 

国 法に基づく事業が適正かつ円滑に行われるよう、必要な措置を講じます。 

事業主 

雇用する労働者に係る多様な労働条件と、労働者の職業生活と家庭生活と

の両立が図られる雇用環境を整備します。 

国又は福島県や南相馬市が講ずる子ども・子育て支援へ協力します。 

市民 

（ＮＰＯ等含む） 

子ども・子育て支援の重要性に対する関心と理解を深めるとともに、国又

は福島県や南相馬市が講ずる子ども・子育て支援へ協力します。 
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第２節 計画の推進 

本計画の進行管理は、年１回の事業評価を行い、「南相馬市子ども・子育て審議会」での審議

を行うものとします。 

また、事業の実施にあたっては、効率性、実効性のある事業の推進を図るとともに、特定財源

の積極的な活用や、子育て分野の施策に活用可能な基金の充当など、創意工夫による自主財源の

確保等に努めることとします。
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資料編 

資料編 

 

第１節 計画策定の経過 

日程 内容 

2019.5.16 

～2019.5.31 

「子ども・子育て支援事業計画策定のための子育て支援に関するニーズ調査」 

・対象者：市内在住の小学校就学前の児童の保護者 1,000 人 

     市内在住の小学生の保護者 1,000 人 

・回答数：就学前児童保護者調査 462 件 

     小学生保護者調査 403 件 

2019.5.30 令和元年度 第１回南相馬市子ども・子育て審議会 

・委嘱状交付、市長挨拶、正副会長選任、子ども・子育て審議会について 

・子ども・子育てを取り巻く現状について 

・第二期南相馬市子ども・子育て支援事業計画の策定について 

2019.8.1 令和元年度 第２回南相馬市子ども・子育て審議会 

・第一期南相馬市子ども・子育て支援事業計画の点検について 

・第二期南相馬市子ども・子育て支援事業計画の検討について 

2019.9.17 第二期南相馬市子ども・子育て支援事業計画策定ワーキンググループ 第１回 

・第一期計画、ニーズ調査結果、審議会意見に基づく課題の整理について 

・第二期南相馬市子ども・子育て支援事業計画の基本的事項の確認について 

・新規事業の検討・既存事業の拡充について 

2019.10.3 第二期南相馬市子ども・子育て支援事業計画策定ワーキンググループ 第２回 

・新規事業の検討・既存事業の拡充（詳細）について 

2019.10.7 令和元年度 第３回南相馬市子ども・子育て審議会 

・第二期南相馬市子ども・子育て支援事業計画（骨子案）の検討について 

2019.11.14 令和元年度 第４回南相馬市子ども・子育て審議会 

・第二期南相馬市子ども・子育て支援事業計画（素案）の検討について 

2019.12.1 

～2019.12.27 

第二期南相馬市子ども・子育て支援事業計画（素案）パブリックコメント 

提出意見数１６件（５人）※ 

2019.12.2 第二期南相馬市子ども・子育て支援事業計画策定ワーキンググループ 第３回 

・新規事業検討・既存事業拡充の結果報告について（電子会議） 

2020.1.22 令和元年度 第５回南相馬市子ども・子育て審議会 

・諮問 第二期南相馬市子ども・子育て支援事業計画（案）について 

・報告 第二期南相馬市子ども・子育て支援事業計画（素案）に係るパブリック 

コメント等結果について 

・協議 第二期南相馬市子ども・子育て支援事業計画（案）の答申内容について 

・答申 第二期南相馬市子ども・子育て支援事業計画（案）について 

 ※ 意見は 11 月 25 日及び 26 日開催の各区地域協議会におけるパブリックコメント実施報告によるもの 
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第２節 南相馬市子ども・子育て審議会委員名簿 

（委嘱期間：2019 年 5月 30 日～２年間） 

No 区分 団体名 役職 氏名 備考 

１ 

子どもの保護者 

南相馬市小中学校 PTA 

連絡協議会 

原町第二中学校 

PTA 会長 
谷田部 真敏  

２ 青葉幼稚園保護者会 会長 森岡 和人  

３ 
原町区保育所（園）こども

園父母の会連絡協議会 
会長 長澤 哲晃  

４ おひさまクラブ - 重野 真希  

５ 

児童福祉関係 

事業従事者 

南相馬市私立幼稚園協会 さゆり幼稚園園長 鎌田 文代  

６ 原町聖愛こども園 園長 遠藤 美保子 副会長 

７ 特定非営利活動法人きぼう 副理事長兼統括 新妻 直恵  

８ 事業主代表 南相馬経営者協会 副会長 遠藤 充洋  

９ 労働者代表 連合福島 原町地区連合会 事務局次長 北岡 慎也  

10 

学識経験者 

南相馬市民生委員児童委員

連絡協議会 

主任児童委員 

部会長 
長谷川 和子 会長 

11 相馬郡医師会 - 平田 慶肇  

12 南相馬市小中学校長会 
石神第一小学校 

校長 
鈴木 克哉  

13 その他 南相馬市社会福祉協議会 常務理事 廣瀬 要人  

14 
公募 

市民委員 - 村田 恭一  

15 市民委員 - 前田 紗哉華  
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第二期南相馬市 

子ども・子育て支援事業計画 
令和２年３月 

   令和６年３月 改訂 

福島県 南相馬市 こども未来部 

こども家庭課 子育て企画係 

〒975-8686 福島県南相馬市原町区本町二丁目 27 番地 

TEL：0244-24-5229 
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